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□　法人の概要

(1) 法人名
　　公立大学法人金沢美術工芸大学
(2) 所在地
　　金沢市小立野５丁目１１番１号
(3) 設立団体
　　金沢市
(4) 設立年月日
　　平成２２年４月１日
(5) 沿革
　　昭和２１年（１９４６年）１１月　金沢美術工芸専門学校設立
　　昭和２５年（１９５０年）　４月　金沢美術工芸短期大学設立
　　昭和３０年（１９５５年）　４月　金沢美術工芸大学設立
　　昭和４７年（１９７２年）　４月　美術工芸研究所設置
　　昭和５４年（１９７９年）　４月　大学院修士課程設置
　　平成　９年（１９９７年）　４月　大学院博士（後期）課程設置
　　平成２２年（２０１０年）　４月　公立大学法人に移行
(6) 組織
　　別紙組織図のとおり
(7) 役員
　　理事長　　前田　昌彦
　　理事　　　村中　　稔
　　理事　　　山村　慎哉
　　理事　　　池上　　渉
　　理事　　　浦上光太郎
　　監事　　　井上　政造
　　監事　　　織田　明彦
(8) 教職員数（平成２７年５月１日現在）
　　教員　　　　　６３名
　　職員　　　　　１３名
(9) 学部等の構成
　　美術工芸学部
　　　美術科、デザイン科、工芸科
　　美術工芸研究科
　　　修士課程、博士後期課程
(10) 学生数（平成２７年５月１日現在）
　　学部学生　　６３５名
　　大学院学生　　９１名
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【法人組織】 美 術 科

デ ザ イ ン 科

工 芸 科

美 術 工 芸 研 究 科

柳宗理記念デザイン研究所

教育研究センター

国際交流センター

美 術 工 芸 学 部

一 般 教 育 等

修 士 課 程

博 士 後 期 課 程

美術工芸専攻

絵画専攻、彫刻専攻、
芸術学専攻、
工芸専攻、
デザイン専攻

附 属 図 書 館

美 術 工 芸 研 究 所

産学連携センター

地域連携センター

公立大学法人金沢美術工芸大学組織図

日本画専攻、油画専攻、
彫刻専攻、芸術学専攻

視覚デザイン専攻、
製品デザイン専攻、
環境デザイン専攻

陶磁、漆・木工、
鋳金・彫鍛金、染・織

（理事会）

経営審議会

教

務

学

生

グ

ル

ー

プ

総

務

グ
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プ

教育研究審議会

監　　事

理事長
（＝学長）

理　　事

【大学の組織】

（事務局）

大　学

大 学 院
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□　全体的実施状況

 第1期中期計画期間の最終年度にあたる平成27年度も、芸術系大学として、教育、研究、社会連携・国際化等の諸活動を推進するとともに業務運営の 

改善及び効率化を図るため、136項目の年度計画を策定し、その実現に努めた。その主な結果は、以下のとおりである。 

 

 
 
１ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標（教育に関する目標） 
 ・留学生の受け入れのための日本語教育の充実を検討し、27年度から大学院の共通選択科目に「言語表現演習（アカデミックジャパニーズ）」を開講した。 
 ・今年度は北陸新幹線開業を考慮し、長野市および例年受験者が比較的多い札幌市を加えた8カ所で芸術系進学相談会に参加した（延べ数にして教職員 
 35名、相談者528名）。また、予備校、画塾と連携した進学相談会を5件行った。 
 ・26年度まで1科目当たり最大で受講生80名を超えることのあった外国語科目「英語」について、教育効果の向上のため少人数化を図り、30名以内の人数に 
 抑えるためのカリキュラムを27年度から実施した。 
 ・「ユネスコ創造都市ネットワーク会議金沢2015」（主催：ユネスコ、金沢市、金沢創造都市推進委員会）にあわせて、5月21日（木）から5月31日（日）の10日間、 
 金沢21世紀美術館の市民ギャラリーＡで、展覧会「平成の百工比照－技と素材の一大標本、金沢の工芸振興の系譜－」（主催：「平成の百工比照」展開催 
 委員会、共催：金沢市、金沢美術工芸大学）を開催した。多くの学生が展覧会を鑑賞し、ものづくりの精神を学ぶとともに、会期中に本学教員による講演会と 
 ギャラリートークを開催した。  
 ・企業や公共団体等からの依頼について、社会連携運営会議において内容と教育的な効果を確認し、産学連携事業を15件、地域連携事業を17件実施した。 
 スマートデバイスの新しいインターフェイスの開発、デジタルマガジンデザインの研究、ホスピタル・ギャラリーの他、北陸新幹線開業PRポスターが第63回 
 日本観光ポスターコンクールで国土交通大臣賞を受賞するなど社会から高い評価を受けた。 
 ・開講できていなかった造形表現工房科目のうち、新たに自由科目「造形表現工房Ⅰ（メディア/メディアアート表現）」を27年度より開講した。また、集中履修 
 期間の基礎科目の充実を図るため、「デザインⅡ（ファッション）」を新たに開講した。 
 ・第2期中期計画に向けて大学院運営委員会に「大学院改革ワーキンググループ」を設け、大学院改革の基本構想を議論し、結果を学長に答申した。 
 ・3年計画の3年目にあたる今年度は図書館棟、工芸棟および体育館棟の18カ所に無線LANのアクセスポイント（中継局）を配備し、すべての整備を完了した。 
 ・教育環境充実のため、旧式で不衛生なトイレ環境の改善、グラウンド及び体育館のベンチ更新、体育館の暗幕カーテン更新等を実施した。 
 ・平成26年度の認証評価において指摘を受けた、学部における履修単位登録できる単位数の上限（49単位）と課程博士の取扱いの見直しについて、改善を 
 実施した。 
 ・学生と教職員のハラスメントの防止に関して、学生便覧の「金沢美術工芸大学キャンパスハラスメントガイドライン」を一部見直し、最後のページにキャンパ 
 スハラスメント処理の流れを図示して全体を理解しやすいよう配慮した。また、年度初めの学生ガイダンスにおいて全学生に周知した。新任教職員に対して 
 は、初任者研修会を開催し、「学生との接し方」について、担当理事から研修を行った。さらに、教職員研修として、Office Oneの中川真由美先生を講師に 
 招き、「ハラスメントの防止」を演題として大学におけるハラスメント防止に対する意識向上のための研修を実施した。 
 ・総務省の制度を活用し、金沢市と学生の県内定着率向上等を目的とする連携協定を締結した。この取り組みを具体化するため、学生が早い段階から県内 
 の優良企業について理解を深め、意見交換を行う場として地元企業との就職情報交換会を開催した。また、情報交換会で関心をもった学生が企業に関する 
 一層の理解を深める場として１DAYインターンシップを、また県内の有力な伝統工芸工房等の業務に理解を深め、地元伝統産業の後継者としての定着をめ 
 ざして短期工房派遣実習を実施した。 
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２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標（研究に関する目標） 
 ・8月21日から30日まで金沢21世紀美術館で中国清華大学美術学院との交流展を開催した。両大学美術、芸術理論を中心とする61名の教員の作品や研究 
 成果を紹介する展覧会、講演会、シンポジウムを行った。（展覧会入場者数10日間で8,685人） 
 ・柳宗理のデザイン処女作である硬質陶器による白い陶磁器シリーズについて寄託作品の調査を行った。また、柳宗理の著作目録、作品目録、年譜のデー 
 タベースを取りまとめ、寄託作品調査の基盤情報の整備と共有を進めた。さらに、研究成果の還元のため秋季企画展として「シャルロット・ペリアンのデザイ 
 ン」展を開催したほか、市民向けの公開講座を4回開催し、95名の参加者があった。 
 
３ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標（その他の目標） 

 ・平成の百工比照事業において、陶磁分野で全国30カ所の産地から製品サンプルの収集を行った。また、金工でアルミニウム着色見本、染織で出雲筒染め、 

 山形県遊佐刺し子の資料を収集した。5月にはクラフト創造都市ネットワーク会議にあわせて、金沢21世紀美術館で「平成の百工比照」展を開催し、約 

 11,000人の来場者があった。また、同展は石川県デザイン賞で最高賞である知事賞を受賞した。 

 ・11月に本学と北陸先端科学技術大学院大学との間で包括協定を結び、教職員及び学生の交流や共同研究、セミナー等の実施に関して連携・協力する 

 こととした。 
 
４ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 
 ・教員研究費について、美術工芸研究所の法人採用職員及び事務職員の複数体制で領収書等の精査を行い、さらに教育研究審議会委員が年度末にその 
 確認を行うことで、適正かつ公正な研究費の執行を監督した。 
 

５ 財務内容の改善に関する目標 
 ・企業や公共団体等からの依頼について、社会連携運営会議において内容と教育的な効果を確認し、産学連携事業を21件、地域連携事業を19件実施した。 
 また、大学の資産や新たに発生する知的財産を取り扱うための組織のあり方や管理方法などを弁理士を交えて検討した結果、新たに知財管理部門を設置 
 し、社会連携運営会議や地域連携センター及び産学連携センターの名称を変更することとした。 
 ・「かなびサポーター」制度を中心とした教育研究基金に教職員、市民から2,061千円、教職員の研究助成として2,112千円、卒業・修了制作展の開催助成と 
 して3,260千円、合計7,433千円の寄附を受けた。  
 ・3Dスキャナーを新たに設置し、使用予定をデザイン科で管理することにより、全学的に使用できる体制を作った。 
 
６ 自己点検・評価及び情報の提供に関する目標 

 ・大学の点検、評価について説明責任を果たすため、「学内情報の公開に関する基本方針」に基づき、中期目標、各年度ごとの年度計画、金沢市公立大学 

 法人評価委員会による業務実績評価結果を公表した。また、大学基準協会から平成26年度に受けた認証評価の結果を法人情報として、今年度ホームペー 

 ジで公開した。 
 

７ その他業務運営に関する重要目標 
 ・新キャンパス基本構想検討委員会を発足させ、意見交換を行い、その検討結果を「金沢美術工芸大学新キャンパス構想」として策定し、平成28年2月26日 
 に設置者（市長）へ報告した。 
  ・工作機器を使用する学生の指導を行う工房助手を配置し、安全指導を徹底した。また、制作や展示における安全指導を随時行った。 
 ・感染症等への対応について、「保健だより」や「広報モニターテレビ」等を通じて指導、啓発を行った。また、今年度より学生・教職員を対象に学内でインフル 
 エンザ予防接種を実施した。 
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○入試委員会において、26年度入学試
験を検証し、一般選抜試験及び特別選
抜試験ともに、アドミッションポリ
シーに基づいた選抜内容・方法である
ことを確認した。確認に当たっては、
専攻別の入学試験実績状況に関する記
録を利用し、各専攻でアンケートによ
る検証を行った。また、今年度から一
般選抜試験に加えて、推薦入試におい
ても、アンケートによる検証を実施
し、その結果を入学試験に活かした。
具体的には、これまで受験生が口頭説
明していた制作意図を記入形式にする
ことで、教員は理解しやすくなり、受
験生は作品を客体化して見ることが可
能となった。（視覚デザイン専攻）

Ⅲ 資料1 1

○一般選抜試験の出願・入学状況や他
大学との日程重複等を分析し、今年度
の入学試験についても引き続き中期日
程を採用することを決定した。他大学
の入試日程、出願状況等の調査・分析
については継続して行うこととした。

Ⅲ 資料2 2

　大学の教育研究等の質の向上に関する目標（教育に関する目標）
　　(1) 教育内容及び教育の成果等に関する目標

中期目標

(ｱ) 22年度に策定した入学者受
入方針（アドミッション・ポリ
シー）に基づき実施した26年度
一般選抜試験が、その受入方針
の実現にふさわしい選抜方法で
あったか検証を行い、その結果
を入学試験に活かす。

(ｲ) 27年度一般選抜試験の出
願・入学状況や他大学との日程
重複等を分析し、今後の入学試
験日程等の検討を行い、必要な
場合には改善を図る。

添付資料
番号

ア 芸術に対する高い資
　質を持つ学生を募集
　し確保するため、各
　科、各専攻ごとに、
　それぞれが求める学
　生像や能力、適性等
　について入学者受入
　方針を定め、これに
　基づいた学生の選抜
　を行う。

業務実績

□　項目別実施状況

年度計画
自己
評価

自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由

中期計画

(ｱ) 伝統的な芸術はもとより、
　新たな芸術の創造に資する多
　様な能力と可能性を持つ人材
　の受入れを推進するため、入
　学者受入方針を策定し、これ
　を公表する。【22年度】

(ｲ) 入学者受入方針に応じた学
　生の受入れを行うため、現行
　の入学者選抜方法について再
　検討し、その結果を実践す
　る。
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　大学の教育研究等の質の向上に関する目標（教育に関する目標）
　　(1) 教育内容及び教育の成果等に関する目標

中期目標
添付資料
番号業務実績年度計画

自己
評価

自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由

中期計画

○留学生の受け入れのための日本語教
育の充実を検討し、27年度から大学院
の共通選択科目に「言語表現演習（ア
カデミックジャパニーズ）」を開講し
た。
　※アカデミックジャパニーズとは、
大学教育に必要な学術的日本語能力を
いう。
この他、大学院定数や留学生入学枠・
社会人入学枠については大学院運営委
員会および大学院改革ワーキンググ
ループにて検討し、継続的案件とする
こととした。

Ⅲ 資料3 3

○26年度に引き続き、7月のオープン
キャンパス、各地で行われた進学相談
会において、全専攻で実技試験I、IIの
合格作品を2、3点ずつ採点評価基準と
ともに公開した。彫刻専攻の立体作品
については写真で対応し、芸術学専攻
においては合格者の小論文を公開し
た。また、ホームページ上で合格作品
と問題、採点評価基準を公開した。

Ⅲ 4

○石川県立音楽堂、金沢歌劇座で開催
された2回の進学相談会に参加し、延べ
108名の相談者に対応した。

Ⅲ 資料4 5

(ｳ) 大学院教育の門戸を拡大す
　るため、大学院定数や社会人
　入学などを検討し、有効かつ
　実現可能と認められるものに
　ついて、具現化を図る。

(ｳ)アカデミックジャパニーズ
（大学教育に必要な学術的日本
語能力）をカリキュラムに導入
するとともに、外国人留学生枠
の導入に向けて学内規程等を整
備する。また、社会人入学の可
能性についても検討する。

(ｴ) 学部入試の1次・2次実技合
格作品の適切な公開を実施す
る。

(ｵ) 金沢市内で開催される進学
相談会等に引き続き、積極的に
参加する。

(ｴ) 高い資質を持つ学生を確保
　するため、入試広報を強化す
　る。
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　大学の教育研究等の質の向上に関する目標（教育に関する目標）
　　(1) 教育内容及び教育の成果等に関する目標

中期目標
添付資料
番号業務実績年度計画

自己
評価

自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由

中期計画

○石川県内4高校を含む5高校で本学の
授業内容を紹介した。
○大学コンソーシアム石川の出張オー
プンキャンパス事業においては、3高校
で3講座を開講した。

Ⅲ 6

○本年度は北陸新幹線開業を考慮し、
長野市および例年受験者が比較的多い
札幌市、広島市、福岡市を加えた8カ所
で芸術系進学相談会に参加した（延べ
数にして教職員35名、相談者528名）。
また、予備校、画塾と連携した進学相
談会を5件行った。
○広報資料の制作はDVD、大学案内パン
フレット、専攻別リーフレットを例年
どおり作成し、活用した。
○今年度、ホームページの大きな改訂
に着手した。作業量が多いことから、
検討の結果、来年度を含む2年間でリ
ニューアルする計画とした。また、次
年度、進学相談会、オープンキャンパ
スで活用するキャンパスグッズについ
て、デザイン等の検討を行った。

Ⅲ 7

○情報を迅速かつ効果的に公開するた
め、外部委託によるホームページの改
訂、動画制作を実施した。 Ⅲ 8

(ｷ) 各地域で開催される進学相
談会に引き続き積極的に参加す
るほか、効果的な広報資料の制
作を検討する。

(ｶ) 大学の授業を紹介する出前
講座等を高等学校等で実施す
る。

(ｸ) 機動的な広報体制を整える
ため、広報用DVD作成業務の外
部委託を実施する。
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　大学の教育研究等の質の向上に関する目標（教育に関する目標）
　　(1) 教育内容及び教育の成果等に関する目標

中期目標
添付資料
番号業務実績年度計画

自己
評価

自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由

中期計画

○24年度より開講の教養科目「フレッ
シュマンセミナー」について、新入生
対象の導入教育の観点から、大学での
学習方法や充実した学生生活の送り方
を学ぶ機会をつくり、またキャリアデ
ザインを考える手掛かりとして教員の
リレー講義や学生相互の討論を行うな
ど、引き続き内容の充実を図った。
○26年度まで1科目当たり最大で受講生
80名を超えることのあった外国語科目
「英語」について、教育効果の向上の
ため尐人数化を図り、30名以内の人数
に抑えるためのカリキュラムを教務委
員会で検討してシラバスを作成し、27
年度から実施した。

Ⅲ 資料5 9

○「ユネスコ創造都市ネットワーク会
議金沢2015」（主催：ユネスコ、金沢
市、金沢創造都市推進委員会）にあわ
せて、5月21日（木）から5月31日
（日）の10日間、金沢21世紀美術館の
市民ギャラリーＡで、展覧会「平成の
百工比照－技と素材の一大標本、金沢
の工芸振興の系譜－」（主催：「平成
の百工比照」展開催委員会、共催：金
沢市、金沢美術工芸大学）を開催し
た。多くの学生が展覧会を鑑賞し、も
のづくりの精神を学ぶとともに、会期
中に本学教員による講演会とギャラ
リートークを開催した。

Ⅲ 資料6 10

(ｲ) 人間形成のための教養教育
　を確保し、体系的な理論基礎
　教育を実践するため、一般教
　育科目と専門基礎科目の在り
　方を見直し、カリキュラムを
　充実する。【24年度改編】

(ｱ) 一般教育科目としての「英
語」科目について、1科目あた
りの履修生の数を30名以内の人
数に抑えて開講し、教育効果の
向上を図る。

(ｳ) ものづくりの精神を習得さ
　せるため、金沢の文化や環境
　などの地域特性を生かした工
　房教育プログラムを充実す
　る。

(ｲ) 工芸資料の充実（平成の百
工比照等）とその公開及び授業
での活用を検討し、ものづくり
の精神を学ぶ教育を充実する。

イ 学士課程教育にあっ
　ては、美術・工芸・
　デザインの分野にお
　いて確かな造形の基
　礎力を修めた職業人
　を育成するため、教
　育の実施に関する基
　本方針を定め、これ
　に基づく特色ある教
　育を効果的に実施す
　る。

(ｱ) 尐人数教育を徹底した教育
　方針を明確にするため、学士
　課程教育の実施に関する基本
　方針を策定し、これを公表す
　る。【22年度】
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　大学の教育研究等の質の向上に関する目標（教育に関する目標）
　　(1) 教育内容及び教育の成果等に関する目標

中期目標
添付資料
番号業務実績年度計画

自己
評価

自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由

中期計画

○金沢のまちなかの建築空間等のオル
タナティブスペースを活用して展覧会
を行う「造形表現工房Ⅴ（社会環境／
アートプロジェクト）」、金沢市や石
川県の地域の活性化を目指すプロジェ
クトに参加する「造形表現工房Ⅴ（社
会環境／地域連携演習）」など、自由
科目としての「造形表現工房」科目の
充実を図った。

Ⅲ 資料7 11

○企業や公共団体等からの依頼につい
て、社会連携運営会議において内容と
教育的な効果を確認し、産学連携事業
を15件、地域連携事業を17件実施し
た。スマートデバイスの新しいイン
ターフェイスの開発、デジタルマガジ
ンデザインの研究、ホスピタル・ギャ
ラリーの他、北陸新幹線開業PRポス
ターが第63回日本観光ポスターコン
クールで国土交通大臣賞を受賞するな
ど社会から高い評価を受けた。

Ⅳ 資料8 12

(ｴ) 産学連携研究や地域での芸
術活動の依頼のうち、教育的効
果が期待できる事業を積極的に
受託・参画し、実社会の課題を
通じて経験を重ねる教育を実施
する。

(ｴ) 産学・地域連携研究を授業
　課題に活用するなど、社会と
　接点を持つ教育プログラムを
　検討し、実践的な教育を推進
　する。

(ｳ) 自由科目における学外施設
の活用や、学生の制作発表の場
として、金沢のまちなかの施設
や建築空間の利用を通して教育
の充実を図る。
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　大学の教育研究等の質の向上に関する目標（教育に関する目標）
　　(1) 教育内容及び教育の成果等に関する目標

中期目標
添付資料
番号業務実績年度計画

自己
評価

自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由

中期計画

○26年度に開講した自由科目「造形表
現工房Ⅳ（素材・技術／ファッション
デザイン演習）」において、立体裁断
から縫製にわたる一連のノウハウの修
得を通し、社会と密接な関係にある
ファッションを構成する様々な事項を
教育するとともに、更なる充実のため
に内容の検討を行うこととした。

Ⅲ 資料9 13

○デザイン科における各専攻科目等
で、引き続き社会で活躍するデザイ
ナーや企業人を非常勤講師として招聘
し、実践的な演習等の充実を図った。 Ⅲ 14

○デザイン科3専攻では広告代理店や自
動車、家電、建築設計事務所など、卒
業後の就職先となるような企業及び事
務所等へのインターンシップを募集
し、多くの学生が参加した。
○工芸科では地域工芸演習Ⅱの授業と
して、3年生を対象に陶磁、金工、染
色、漆、木工に関する工房や企業、個
人の工芸作家、ギャラリー等でのイン
ターンシップを実施した。

Ⅲ 15

(ｵ) 大学の授業と社会との接点
を持つ教育プログラムとして自
由科目の充実と拡充など実践的
な教育を目指す。

(ｶ) 社会の第一線で活躍するデ
ザイナーや企業人を講師として
招聘し、実践的な演習等の充実
を図る。

(ｴ) 産学・地域連携研究を授業
　課題に活用するなど、社会と
　接点を持つ教育プログラムを
　検討し、実践的な教育を推進
　する。

(ｷ) これまでの実績を検証し、
企業や工芸作家等の協力を得
て、インターンシップの促進を
充実させる。
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　大学の教育研究等の質の向上に関する目標（教育に関する目標）
　　(1) 教育内容及び教育の成果等に関する目標

中期目標
添付資料
番号業務実績年度計画

自己
評価

自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由

中期計画

○開講できていなかった造形表現工房
科目のうち新たに自由科目「造形表現
工房Ⅰ（メディア/メディアアート表
現）」を開講するため、26年度の教務
委員会においてシラバスに表記する授
業内容を検討・確認し、27年度より開
講した。
○集中履修期間の基礎科目の充実を図
るため、27年度より「デザインⅡ
（ファッション）」を新たに開講し
た。

Ⅲ 16

○金沢大学において両大学の連携推進
会議を開催し、双方から理事が3名ずつ
出席し協議を行った。
○包括協定に基づいて、金沢大学医薬
保健学域医学類の3年生6名の基礎配属
受講者を対象に、絵画表現の概説と
デッサンの実習を10日間に渡り本学で
行った。
○金沢大学からは通常の科目として美
術解剖学の講義を美大で開講した。

Ⅲ 資料10 17

○大学コンソーシアム石川のシティー
カレッジ単位互換授業として、本学か
ら「人間と文化」「日本美術史Ⅰ」の2
科目を提供した。 Ⅲ 18

(ｺ) 大学コンソーシアム石川等
を活用して単位互換が可能と
なった科目の提供を継続する。

(ｹ)  金沢大学との連携協定を
活用して、相互に講義等を受講
できる仕組みづくりに向けた協
議を継続する。

(ｵ) 専攻にとらわれず、多様な
　芸術分野を学ぶことができる
　ようにするため、学生が主体
　的に選択できる基礎的な共通
　科目を充実するほか、他大学
　等との単位互換の活用方法を
　検討し、有効かつ実現可能と
　認められるものについて、導
　入を進める。【24年度改編な
　ど】

(ｸ) 開講できていない造形表現
工房科目の開講及び新科目の開
講など工房教育の充実を図る。
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　大学の教育研究等の質の向上に関する目標（教育に関する目標）
　　(1) 教育内容及び教育の成果等に関する目標

中期目標
添付資料
番号業務実績年度計画

自己
評価

自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由

中期計画

○問屋まちスタジオで開催された「問
×美2015-joint-」において、大学院生
が、プロジェクト計画全体の実施に積
極的に関わった。
○金沢市立病院でのホスピタリ
ティー・アート・プロジェクトでは、
大学院生が中心となって活動し、市民
や病院スタッフと積極的に交流した。

Ⅲ
資料11
資料12

19

(ｲ) 産学連携研究や地域課題を
　研究テーマに活用し、社会と
　接点を持つ教育プログラムを
　検討し、大学院生自らがマネ
　ジメントを行う実践的で高度
　な教育を推進する。

(ｱ) 産学連携研究や地域課題を
研究テーマに大学院生自らがマ
ネジメントを行う社会と接点を
持つ教育プログラムを継続して
推進する。

(ｱ) 深い知的学識を涵養する教
　育方針を明確にするため、大
　学院課程教育の実施に関する
　基本方針を策定し、これを公
　表する。【22年度】

(ｶ) 美術系教員や学芸員などの
　専門家養成課程を堅持するた
　め、制度改正に伴う教職関係
　科目、学芸員養成科目の適切
　な対応を実施する。【24年度
　改編】

ウ 大学院教育にあっ
　ては、芸術の多様な
　領域で活躍できる高
　度専門職業人を育成
　するため、教育の実
　施に関する基本方針
　を定め、自由で多様
　な表現を認め育てる
　高度な教育を効果的
　に実施する。
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　大学の教育研究等の質の向上に関する目標（教育に関する目標）
　　(1) 教育内容及び教育の成果等に関する目標

中期目標
添付資料
番号業務実績年度計画

自己
評価

自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由

中期計画

○独立系デザイナーとして、視覚デザ
イン関連（早川和良）、製品デザイン
関連（鈴木元）、環境デザイン関連
（廣村正彰）を招聘し、現場でのデザ
インワークやマネジメント等の実践的
な経験を踏まえた活動を学ぶ授業を実
施した。
○広告代理店海外担当ディレクター
（石井うさぎ）を招聘し、自分の制作
コンセプトをまとめ、英語でプレゼン
テーションを行うなど、国際的な視点
でのディレクション教育を行った。

Ⅲ 20

○学生が社会と接点を持つことを通し
て実践的で高度な教育を行う目的で、
デザイン科では広告代理店、自動車、
家電メーカーや建築設計事務所等、卒
業後の就職先となるような企業におい
てインターンシップを実施した。
○工芸科では工芸に関する企業、公共
施設、個人の工芸作家、並びにギャラ
リー等においてインターンシップを実
施した。

Ⅲ 21

(ｳ) これまでの実績を検証し、
企業や工芸作家等の協力を得
て、インターンシップの促進を
充実させる。

(ｲ) 産学連携研究や地域課題を
　研究テーマに活用し、社会と
　接点を持つ教育プログラムを
　検討し、大学院生自らがマネ
　ジメントを行う実践的で高度
　な教育を推進する。

(ｲ) 社会の第一線で活躍する独
立系デザイナー等を招聘し、よ
り実践的なディレクター養成教
育を進める。
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　大学の教育研究等の質の向上に関する目標（教育に関する目標）
　　(1) 教育内容及び教育の成果等に関する目標

中期目標
添付資料
番号業務実績年度計画

自己
評価

自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由

中期計画

○問屋まちスタジオで開催された「問
×美2015-joint-」において、大学院生
が、プロジェクト計画全体の実施に積
極的に関わった。問屋町の企業から素
材や技術の提供を受けて学生が作品を
制作したほか、企業の紹介も行い、問
屋町を身近に感じてもらう契機とし
た。

Ⅲ 資料12 22

○大学院運営委員会にワーキングチー
ムを設け、大学院生の要望を踏まえ、
外部講師を招聘した。
○大学院特別講義については、京都造
形大学教授・浅田彰、デザイナー・吉
岡徳仁を、修了展講評会については、
横神奈川芸術劇場キュレータ・中野仁
詞、ベイスギャラリー代表・大西利勝
の各氏をそれぞれ招聘した。

Ⅲ 資料13 23

○第2期中期計画に向けて大学院運営委
員会に「大学院改革ワーキンググルー
プ」を設け、大学院の総合的な改革を
目指すため、「伝統と革新」、「国際
化と地域性」、「個性の伸張と異分野
交流」を基本理念とした大学院改革の
基本構想を取りまとめ、その結果を学
長に答申した。

Ⅳ 資料14 24

(ｵ) 大学院運営委員会にワーキ
ングチームを設け、大学院生の
要望を踏まえ外部講師を招聘す
る。

(ｲ) 産学連携研究や地域課題を
　研究テーマに活用し、社会と
　接点を持つ教育プログラムを
　検討し、大学院生自らがマネ
　ジメントを行う実践的で高度
　な教育を推進する。

(ｳ) 表現の多様化、自由化や高
　度化など、学生の多様な学習
　需要に対応するため、学生が
　主体的に選択できる共通科目
　を充実する。【24年度改編な
　ど】

(ｶ) 今後の大学院教育のあり方
や教育内容を検討するための
ワーキンググループを学内に新
設し、今後の大学院教育につい
て検討する。

(ｴ) 問屋まちスタジオやアート
ベース石引を活用して大学院生
自らが地域や企業等の課題を研
究テーマとして企画展を開催す
る。
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　大学の教育研究等の質の向上に関する目標（教育に関する目標）
　　(1) 教育内容及び教育の成果等に関する目標

中期目標
添付資料
番号業務実績年度計画

自己
評価

自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由

中期計画

○27年度シラバスにおいて各科目の
「成績評価欄」に“評価基準”（A～
C）の表記の徹底を、引き続き周知し
て、成績評価基準の学生への明示に努
めた。

Ⅲ 25

○各科・専攻の作品や論文等を学内で
展示・発表し、複数人の教員による合
同の講評会や合同の研究発表を実施す
るとともに、あわせて「授業記録」の
作成を引き続き行った。

Ⅲ 資料15 26

○博士後期課程の学位審査の客観性と
公開性を向上させるため、本年度の3名
の学位申請について、学外審査委員と
して、金子賢治（茨城県陶芸美術館館
長）、不動美里（姫路市立美術館副館
長）の2名を招聘した。

Ⅲ 27

(ｱ) 卒業生、修了生の質を保証
　するため、成績評価基準と学
　位授与基準を策定し、これら
　を公表するとともに、成績評
　価基準については、学生の学
　修目標設定などに資するた
　め、シラバスへ記載し、学生
　に明示する。【22年度】

(ｲ) 博士後期課程の学位審査の
　客観性と公開性を向上させる
　ため、学位授与基準を厳格に
　適用する仕組みを構築すると
　ともに、博士学位取得者の社
　会的信頼性の向上に努める。
　【22年度構築】

(ｳ) 引き続き、成績評価及び学
位審査に学外審査員を交え、公
開審査を実施する。

(ｲ) 成績評価の客観性を高める
ため、ピアレビューを実施し
て、その効果を検証する。

(ｱ) シラバスの成績評価に成績
基準の表記を徹底し、成績評価
基準の学生への明示に努める。

エ 教育の質を保証す
　るため、成績評価基
　準と学位授与基準を
　定め、これを厳正に
　適用することにあわ
　せ、その検証に取り
　組むことにより、成
　績評価の透明性、客
　観性及び信頼性の向
　上を図る。
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　大学の教育研究等の質の向上に関する目標（教育に関する目標）
　　(1) 教育内容及び教育の成果等に関する目標

中期目標
添付資料
番号業務実績年度計画

自己
評価

自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由

中期計画

○博士後期課程の学位審査について、
策定された学位授与基準に基づき、公
開による作品審査と口述試験を行い、
大学院研究科委員会の審議を経て、学
位を授与するとともに審査結果を学外
に公表し、学位取得者の社会的信頼性
の向上に努めた。

Ⅲ 資料16 28

○全学的に卒業生・修了生の意見を取
り入れる仕組みを構築するため、卒
業・修了の確定した全学生に対して、
大学教育全般についてのアンケートを
引き続き実施し、結果をホームページ
で公開した。また、24年度から蓄積し
たアンケート結果を自己点検・評価実
施運営会議及び各科・専攻、一般教育
等の教育研究組織において確認、検討
するとともに、教育成果の検証を行っ
た。その結果、ネットワーク環境の整
備が教育成果の向上に寄与しており、
学生からの要望も多いことから、継続
的なネットワーク環境の整備を実施し
た。

Ⅲ 29

(ｳ) 卒業生やその就職先からの
　意見聴取などを通して、教育
　成果の検証が可能な仕組みを
　構築する。

(ｵ) 卒業生からの授業アンケー
トを実施し、成果の検証を行
う。

(ｴ) 22年度に策定した学位授与
基準に基づき、公開による作品
審査と口述試験を実施して、学
位取得者の社会的信頼性の向上
に努める。

(ｲ) 博士後期課程の学位審査の
　客観性と公開性を向上させる
　ため、学位授与基準を厳格に
　適用する仕組みを構築すると
　ともに、博士学位取得者の社
　会的信頼性の向上に努める。
　【22年度構築】
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○教員の定数管理を適正に行うため、
学部退職等教員2名の後任として2名の
採用予定者を決定した。

Ⅲ 30

○27年度の採用候補者の選考に当たっ
ては、時代の要請と教育の内容の充実
に考慮して、以下の2専攻等の人事につ
いて公募又は推薦を受け、教員資格審
査会及び教育研究審議会で審議し、適
正な手続きを経て採用予定者を決定し
た。
○芸術学専攻においては美学・芸術学
の理論に対応できる人材であること。
○工芸科においては、漆・木工を中心
に技術的、理論的に対応できる人材で
あること。

Ⅲ 31

○教員資格審査会及び教育研究審議会
において、資格審査実施計画及び大学
院教員指導資格基準に基づき、28年度
採用予定者の教員2名の審査を行い、採
用を決定した。

Ⅲ 32

（ｲ） 時代に即した教育内容の充
実を考慮し、28年度採用候補者の
選考を実施する。

添付資料
番号

自己
評価

(ｲ) 大学院教育に携わる教員の
　資質を担保するため、大学院
　指導資格基準を精査し、資格
　審査を実施する。
　【22年度精査、23年度試行】

自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由

(ｱ) 引き続き、22年度に策定した
教員配置計画に基づき、適正に
教員を配置する。

(ｳ)資格審査実施計画を精査
し、大学院指導教員資格審査を
引き続き計画的に実施する。

　大学の教育研究等の質の向上に関する目標（教育に関する目標）
　　(2) 教育の実施体制等に関する目標

中期目標 中期計画 年度計画 業務実績

ア 学生に質の高い教育
　を行い、教育目標を
　確実に達成するた
　め、教育の内容や特
　性に即した教員の適
　正配置を行う。

(ｱ) 教育プログラムやカリキュ
　ラムの充実などに即した教員
　配置計画を策定し、適正に配
　置する。
　【22年度策定】
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添付資料
番号

自己
評価

自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由

　大学の教育研究等の質の向上に関する目標（教育に関する目標）
　　(2) 教育の実施体制等に関する目標

中期目標 中期計画 年度計画 業務実績

○「造形表現工房Ⅴ（社会環境／景観
形成・造園演習）」の一環として受講
生が大学コンソーシアム石川の地域課
題研究ゼミナール支援事業「ランドス
ケープデザインによる加賀橋立伝建地
区の公開拠点施設整備と回遊性の向
上」に参加するなど、地域連携等にお
ける学生の自主的な学習を支援した。
○アートベース石引や柳宗理デザイン
研究所などの学外施設では、学生によ
る展覧会の開催等を教員が指導した。

Ⅲ 資料17 33

○3年計画の3年目にあたる本年度は図
書館棟、工芸棟および体育館棟の18カ
所に無線LANのアクセスポイント（中継
局）を配備し、計画上のすべての整備
を完了した。

Ⅲ 34

○年次計画に基づき、ファッション制
作室（大学院棟１階）・デッサン模写
室（本館棟２階）の冷房設備の整備を
完了した。 Ⅲ 資料18 35

(ｳ) 夏季期間の暑さ対策とし
て、年次計画により冷房設備の
整備を進める。

(ｱ) 学生の学習支援を充実する
　ため、自主的な学習や研究活
　動の支援に携わる教員を配置
　する。
　【22年度検討、以降試行】

(ｲ) 学生の学習効果を高めるた
　め、学内の制作機材や情報メ
　ディア機器等を充実・整備す
　る。

イ 教育活動を活性化
　し、学生の自主性や
　創造性を引き出すた
　め、学生に対する学
　習指導体制を強化す
　るとともに、教育研
　究に必要な施設、設
　備等の充実・整備を
　行う。

(ｱ) 造形表現工房科目の充実と
展覧会活動や産学連携・地域連
携など学生の自主的な学習や研
究を支援できる体制を充実す
る。

(ｲ) 情報メディアを活用した授
業や就職支援のため、専攻等の
演習室で利用可能な学内ネット
ワークの無線LAN化を更に進め
る。
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添付資料
番号

自己
評価

自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由

　大学の教育研究等の質の向上に関する目標（教育に関する目標）
　　(2) 教育の実施体制等に関する目標

中期目標 中期計画 年度計画 業務実績

○旧式で不衛生なトイレ環境を、衛生
的で安全な設備に改善した。
○グラウンド及び体育館のベンチを更
新した。
○体育館の暗幕カーテンを更新した。
○エレベーターの安全対策工事を実施
した。
○学内道路舗装を行うことによって、
教育機材の運搬環境を改善した。

Ⅲ 資料18 36

○昨年度と同様に全教員によるオフィ
スアワーを実施した。
○26年度に施行した「緊急支援奨学
金」において、2名を採用し、奨学金を
給付した。
○学生相談室に教員5名を配置して、大
学生活全般に関する相談指導に積極的
に応じた。

Ⅲ
資料19
資料20

37

ウ 教育の質を向上させ
　るため、教職員の資
　質向上を図るととも
　に、教育の方法や内
　容等について不断の
　見直しを行う。

(ｳ) 制作や表現領域の充実を図
　るため、学生が共通に使用で
　きる工房施設を整備する。
　【22年度検討、23年度一部整
　　備】

(ｱ) 授業内容や教育方法の改善
　及び教育を支える管理運営や
　事務部門の能力向上のための
　組織的な活動（ＦＤ・ＳＤ活
　動）に計画的かつ継続的に取
　り組み、全学的な教育力の向
　上を図る。

(ｱ) 教務委員会・学生支援委員
会との意見交換会を受け、その
改善策を、1.教育内容の改善
（授業相談、オフィスアワー利
用の充実）、2.学生生活への支
援（独自の奨学金制度導入の検
討）、3.メンタルサポート（学
生相談室と教員との相互理解）
など各方面より改善策を挙げ実
施する。

(ｴ) 教育機材の更新と充実を計
画的に進める。

(ｲ) 学生の学習効果を高めるた
　め、学内の制作機材や情報メ
　ディア機器等を充実・整備す
　る。
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添付資料
番号

自己
評価

自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由

　大学の教育研究等の質の向上に関する目標（教育に関する目標）
　　(2) 教育の実施体制等に関する目標

中期目標 中期計画 年度計画 業務実績

○自己点検・評価実施運営会議が授業
アンケートを実施した。
○教務委員会では随時、休学者や退学
者、および留年者を含む単位未修得者
について各専攻からの説明を求め、学
生個々の状況の把握と共有に努めた。
また、学生支援委員会との合同の会議
を行って、実態と対応策を検討し、食
堂などの共有スペースの開放等を実施
した。
○新任教職員に対しては、初任者研修
会を開催し、「学生との接し方」につ
いて、担当理事から研修を行った。

Ⅲ
資料21
資料22

38

○全国学生相談研修会に参加し、相談
の技法について理解するとともに、相
談事例の検討を行った。

Ⅲ 39

ウ 教育の質を向上させ
　るため、教職員の資
　質向上を図るととも
　に、教育の方法や内
　容等について不断の
　見直しを行う。

(ｱ) 授業内容や教育方法の改善
　及び教育を支える管理運営や
　事務部門の能力向上のための
　組織的な活動（ＦＤ・ＳＤ活
　動）に計画的かつ継続的に取
　り組み、全学的な教育力の向
　上を図る。

(ｲ) 変化の兆しが見受けられる
学生気質に応じた教育指導に取
り組むため、自己点検・評価実
施運営会議、教務委員会、学生
相談室及び事務局が連携し、組
織的な研修活動（ＦＤ・ＳＤ活
動）を実施する。

(ｳ) 教育を支える大学事務職員
の養成のための研修等を実施す
る。

21/67



添付資料
番号

自己
評価

自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由

　大学の教育研究等の質の向上に関する目標（教育に関する目標）
　　(2) 教育の実施体制等に関する目標

中期目標 中期計画 年度計画 業務実績

○昨年度に引き続きFD活動として教育
研究センターが中心となり各科・専攻
の課題制作等を学内で展示・発表の教
員による合同講評会を実施し、学修の
効果の記録を継続的に行った。

Ⅲ 資料15 40

○27年度においても学生アンケートを
実施し、集計結果についてホームペー
ジで公開した。その結果の反映につい
て教員各自及び各専攻・科において検
討し、実施できるものから改善を進め
た。
○授業アンケート、ピアレビュー、大
学教育アンケートの実施等により各
科、各教員が授業改善に日常的に取り
組んだ。シラバスの改善、成績評価基
準の明示についても学部、大学院にお
いて取り組み、授業改善に反映させ
た。
○平成26年度の認証評価で指摘を受け
た点のうち、学部において１年間に履
修登録できる単位の上限（50単位）が
高いことについて、履修単位登録でき
る単位数の上限の見直し（49単位へ
減）を行った。また、課程の修了に必
要な単位を修得して退学した後、在籍
関係がない状態で学位論文を提出した
者に対し、「課程博士」として学位授
与を認めていることについて、その根
拠となっている規定を削除するととも
に、在籍関係を保持したまま学位論文
を提出するように指導した。(93,115に
おいて再掲)

Ⅲ 41

(ｴ) これまで実施してきたピア
レビューの結果について評価、
検討を教育研究センターを中心
として行い、授業相互評価制度
の充実を図る。

(ｳ) 学生アンケートや評価機関
　の評価結果を活用した授業内
　容の改善を進める。

(ｵ) 認証評価機関である大学基
準協会のH26年度評価結果を参
考に授業内容の改善に努める。

(ｲ) 授業内容の改善を進めるた
　め、教員による授業相互評価
　について検討し、導入を図
　る。
　【22年度試行】
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添付資料
番号

自己
評価

自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由

　大学の教育研究等の質の向上に関する目標（教育に関する目標）
　　(2) 教育の実施体制等に関する目標

中期目標 中期計画 年度計画 業務実績

○評価委員より提案の合った金沢21世
紀美術館の学芸員の授業登用について
大学院運営委員会で検討し、授業充実
のための実施計画を作成した。具体的
には、平成28年度に学芸員派遣の覚書
を締結したうえで、油画専攻におい
て、中田耕市氏、鷲田めるろ氏を招
き、学芸員としての専門的立場から研
究制作や作品展示計画に対する指導を
受け、また、工芸科において、中田耕
市氏、内呂博之氏を招き、現代におけ
る美術及び工芸の状況について講義を
受ける計画を、平成27年度に策定し
た。

Ⅲ 42

○教育成果の検証のため昨年度に引き
続き、卒業生を対象とするアンケート
（4年目）を実施し、28年度にその結果
を大学ホームページで公開することと
した。
○デザイン科では、各専攻の就職担当
教員が本学出身の企業担当者や卒業生
から、求められている能力や人物像つ
いてヒアリングした結果を専攻会議や
デザイン科会議等で共有した。その結
果をカリキュラムに反映させ、効率的
でレベルの高い教育を実現する環境を
整えた。

Ⅲ 43

(ｴ) 教育内容の向上を図るた
　め、学生の卒業後の動向や活
　動状況の調査、卒業生、就職
　先企業等からの意見聴取など
　を通じ、大学の教育に対する
　ニーズの変化を的確に把握す
　る体制を整える。
　【中期】

(ｷ) 同窓会との連携をより深
め、学外からの意見を教育内容
の向上に役立たせる仕組みを整
える。

(ｶ) 金沢市の評価委員会の事業
評価を踏まえ、授業改善を図
る。
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ア 学生が自主的に学
　習に取り組むことが
　できるようにするた
　め、学習環境や学習
　相談体制を整備す
　る。

○例年通り、年度当初に学生ガイダン
スにおいて全学生にオフィスアワーの
活用と学生相談室の取り組みについて
の周知を行いその活用を促した。また
新入生に対してはUPI精神健康調査を実
施し学生の修学サポートへの強化と不
具合を訴える学生への予防の充実を
図った。

Ⅲ
資料19
資料23
資料24

44

学内での多様で高度な芸術表現の発表
形態に対応するため、展示ホール、
アートベース石引の内装を改修したほ
か、体育館、展示ホールの暗幕カーテ
ンを設置整備した。

Ⅲ 45

○成美会（保護者会）の協力を得て、
作品展示に使用するプリンタ、パソコ
ンや周辺機器を整備した。 Ⅲ 46

○個展・グループ展の開催について、
65件に対して補助を行い、学生の自主
的な学外発表活動を支援・奨励した。
また、1件あたり5万円の上限額を10万
円（博士）に引き上げた。

Ⅲ 資料25 47

(ｳ) 学外での作品発表のための
貸出し備品の整備を進める。

(ｳ) 学生の意欲的な学外学習活
　動等に対する柔軟な支援を検
　討し、充実する。

(ｴ) 自主的な学外発表活動を支
援・奨励する。

　大学の教育研究等の質の向上に関する目標（教育に関する目標）
　　(3)学生への支援に関する目標

中期目標 中期計画 年度計画 業務実績
自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由

添付資料
番号

(ｱ) 個々の学生の自主的な学習
　を支援するため、オフィスア
　ワーの周知をさらに進め、学
　習相談の利用を促進する。
　【22年度】

(ｱ) 学生にオフィスアワーの周
知を図るとともに、学生相談室
を活用した修学相談に取り組む
ほか、新入生を対象に実態調査
を実施し、学生の個性に応じた
個別指導を充実する。

自己
評価

(ｲ) 学内外での学生の作品発表
　の機会を拡大するため、必要
　な施設を充実・整備する。

(ｲ) 学内展示空間及び展示用備
品の整備を進める。
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　大学の教育研究等の質の向上に関する目標（教育に関する目標）
　　(3)学生への支援に関する目標

中期目標 中期計画 年度計画 業務実績
自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由

添付資料
番号

自己
評価

○留学など海外をめざす学生の指導と
英語表現力の向上を図るため、外国人
講師によるイングリッシュヘルプセン
ターを引き続き開設した。
○教職員の外国語能力を向上させるた
め、引き続き外国語研修支援制度を実
施し、今年度は1名の支援を決定した。

Ⅲ
資料26
資料27

48

イ 学生が充実した学
　生生活を送ることが
　できるようにするた
　め、生活面での支援
　体制を充実する。

○学生相談室に教員5名を配置して、大
学生活全般に関する相談指導に積極的
に応じた。
○学生相談室に心理士を配置して、発
達障害学生（診断の有無を問わず）の
対応について、当該学生の指導教員、
保護者等に専門的見地から助言し、理
解を求めた。それにより、学生が安心
して学業に取り組める環境整備に努め
た。また、新任教員との個別面談を行
い、学生相談室と連携した学生支援に
ついて紹介した。

Ⅲ
資料23
資料24

49

(ｵ) 留学など海外をめざす学生
の指導と英語表現力の向上を図
るため、外国人講師によるイン
グリッシュヘルプセンターを引
き続き開設する。また、本学教
員の語学研修を支援し、学生の
留学に関わる指導の強化を図
る。

(ｱ) 学生相談室の機能の向上や
　メンタルヘルス指導を充実す
　る。

(ｱ) 大学生活全般に関する相談
指導に学生相談室で積極的に応
じる。

(ｳ) 学生の意欲的な学外学習活
　動等に対する柔軟な支援を検
　討し、充実する。
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　大学の教育研究等の質の向上に関する目標（教育に関する目標）
　　(3)学生への支援に関する目標

中期目標 中期計画 年度計画 業務実績
自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由

添付資料
番号

自己
評価

○昨年度と同様に学生自治会執行部と1
回の会合を行い、自治会が主管する行
事の改善へ向けての話し合いを行っ
た。
○体育祭、美大祭など学生の自主的活
動の支援を学生自治会の要望に応じ支
援した。

Ⅲ 51

50Ⅲ 資料28

(ｳ) 学生自治会等との意見交換
等を実施し、学生の意見を聴
き、学内環境の改善に努める。

(ｳ) 学生生活の経済的な支援を
　充実する方策を検討し、有効
　かつ実現可能と認められるも
　のについて、財源の確保に取
　り組み、効果的な支援制度の
　構築を目指す。【26年度】

(ｴ) 福利厚生面での充実を図
　るため、学生の意見を広く聴
　き、改善に努める。

○学生と教職員のハラスメントの防止
に関しては、学生便覧の「金沢美術工
芸大学キャンパスハラスメントガイド
ライン」を一部見直し、最後のページ
にキャンパスハラスメント処理の流れ
を図示して全体を理解しやすいよう配
慮した。年度初めの学生ガイダンスに
おいて全学生に周知した。新任教職員
に対しては、初任者研修会を開催し、
「学生との接し方」について、担当理
事から研修を行った。
○教職員研修として、Office Oneの中
川真由美先生を講師に招き、「ハラス
メントの防止」を演題として大学にお
けるハラスメント防止に対する意識向
上のための研修を実施した。

(ｲ) ハラスメントに関する学生
　への教育と教職員研修を行
　い、発生防止を徹底する。

(ｲ) ハラスメントに関する教職
員研修や学生への教育を実施す
る。
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　大学の教育研究等の質の向上に関する目標（教育に関する目標）
　　(3)学生への支援に関する目標

中期目標 中期計画 年度計画 業務実績
自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由

添付資料
番号

自己
評価

ウ 学生が適切な進路
　選択を行うことが
　できるようにする
　ため、就職等の支援
　体制を充実する。

○引き続きキャリアカウンセラーを配
置して、学生の進路や就職活動に対す
る専門的な助言・指導を行った。
○図書館に就職や進路に関する図書を
整備したほか、求人情報に関するデー
タをファイルして事務局前の就職資料
室で閲覧に供した。
○総務省の制度を活用し、金沢市と学
生の県内定着率向上等を目的とする連
携協定を締結した。この取り組みを具
体化するため、学生が早い段階から県
内の優良企業について理解を深め、意
見交換を行う場として地元企業との就
職情報交換会を開催した。また、情報
交換会で関心をもった学生が企業に関
する一層の理解を深める場として１DAY
インターンシップを、また県内の有力
な伝統工芸工房等の業務に理解を深
め、地元伝統産業の後継者としての定
着をめざして短期工房派遣実習を実施
した。

Ⅳ 資料29 52

(ｱ) 24年度から実施している、
キャリアカウンセラーと連携し
て学生の進路に関する情報の
データーベース化等の充実を図
る。

　学生の進路や就職活動等に対
　して専門的な助言指導を行う
　ため、情報のデータベース化
　やキャリアアドバイザーの配
　置等を検討し、具現化を図
　る。
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　大学の教育研究等の質の向上に関する目標（教育に関する目標）
　　(3)学生への支援に関する目標

中期目標 中期計画 年度計画 業務実績
自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由

添付資料
番号

自己
評価

○大学院運営委員会が中心となり、作
家育成に実績のあるベイスギャラリー
の大西利勝氏と第56回ベネチアビエン
ナーレコミッショナーを務めた神奈川
芸術文化財団学芸員の中野仁詞氏を招
聘し、研究者や作家として自立をめざ
す学生を対象に指導等を実施し、その
活躍を支援した。
○今年度の新たな事業として、金沢美
大からの提案により、金沢市が卒業
生・修了生の作品8点を買い上げ、市の
施設である「金沢学生のまち市民交流
館」に常設展示し、作家として自立を
目指す学生の活動を支援した。

Ⅳ 資料30 53

(ｲ) 卒業・修了後、研究者や作家
として自立をめざす学生を対象に
指導等を実施し、その活躍を支援
する。

　学生の進路や就職活動等に対
　して専門的な助言指導を行う
　ため、情報のデータベース化
　やキャリアアドバイザーの配
　置等を検討し、具現化を図
　る。
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ア 芸術の分野におい
　て、世界に通じる研
　究拠点を形成するた
　め、新たな芸術の創
　造に資する高度な調
　査研究や地域の特色
　ある課題に積極的に
　取り組む。

◯陶磁分野では、有田、伊万里、薩
摩、砥部、備前、清水焼、京焼、九
谷、珠洲、益子など全国30カ所の産地
の製品サンプルの収集・整理を行っ
た。
◯金工分野でアルミニウム着色見本、
染織分野で出雲筒染め、山形県遊佐刺
し子の資料の収集・整理を行った。

Ⅲ 資料31 54

◯柳宗理のデザイン処女作である硬質
陶器による白い陶磁器シリーズについ
て柳工業デザイン 研究会職員と共同で
寄託作品の調査を行った。また、寄託
作品の調査の事前調査として出雲の出
西窯の現地調査を実施した。
◯柳工業デザイン研究会と共同で柳宗
理の著作目録、作品目録、年譜のデー
タベースを取りまとめ、寄託作品調査
の基盤情報の整備と共有を進めた。

Ⅲ 資料31 55

○26年度に引き続き、金沢工藝考舎の
漆芸研究会として学内で3回、県外鑑賞
会2回を行い、大学教員3名のほか県内
外作家職人、卯辰山工芸工房研修者、
本学大学院生が参加した。

Ⅲ 56

　大学の教育研究等の質の向上に関する目標（研究に関する目標）
　　(1) 研究水準及び研究の成果等に関する目標

中期目標 中期計画 年度計画 業務実績

(ｱ) 金沢市制120周年事業のひ
とつである「平成の百工比照」
収集作成事業に取り組む。27年
度は6年目として、陶磁(2年
目)、金属工芸(3年目)、その他
未整備の工芸を中心として収
集・整理を進める。

(ｲ) 「学術協力に関する協定」
に基づき、（財）柳工業デザイ
ン研究会から寄託された資料の
調査研究を継続する。

(ｳ) 研究室ごとに行われている
金沢市の工芸発展のための教員
の活動内容を把握するととも
に、地域の工芸に携わる団体・
職人等との研究会を開催する。

添付資料
番号

(ｱ) 金沢の伝統工芸の保存・継
　承・発展に資するため、工芸
　研究の強化などの地域研究課
　題に取り組む。

自己
評価

自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由

29/67



　大学の教育研究等の質の向上に関する目標（研究に関する目標）
　　(1) 研究水準及び研究の成果等に関する目標

中期目標 中期計画 年度計画 業務実績
添付資料
番号

自己
評価

自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由

○アジア工芸作家等研修支援業務とし
てブータン王国から、タラヤナ財団の
工芸振興事業を担当するオフィサーの
スキルアップのために、本学が同事業
に協力する取り組みの一環として、研
修員1名を引き続き受け入れた。また、
中国山東美術学院から漆の研究者を招
き、日本の漆工芸の研究と中国現代漆
芸の現状のレクチャーを行った。
○ミャンマーのサウンダー染織学校及
びヤンゴンコンピューター大学に教員2
名を派遣し、国際交流のあり方と単位
認定制度について意見交換を行った。

Ⅲ 57

○大学コンソーシアム石川で獲得した
文部科学省「大学間連携共同教育推進
事業」の選定取り組みにおいて、本学
からは工芸科教員1名が、漆と器と石川
の食「器と食と祭を楽しむ2泊3日」を
テーマとした教育プログラムを提供し
た。

Ⅲ 資料32 58

○研究費の総額の中から、科学研究費
に申請する教員に対して1件につき8万
円の補助金を支給して、若手教員の研
究の高度化を支援した。27年度は9件の
補助金を交付して効果的な投資を行っ
た。

Ⅲ 59

(ｵ) 大学コンソーシアム石川を
介した大学間連携推進事業に基
づく若手教員による新たな分野
の共同研究を継続して推進す
る。

(ｳ) 若手教員の研究の高度化や
　大学の特色ある研究を推進す
　るため、教員研究費の効果的
　な配分に努める。

(ｶ) 大学の特色となる研究や若
手教員の研究の高度化に対し、
効果的な研究費の配分を行う。

(ｴ) 引き続き、「アジア工芸作
家等研修支援業務」を実施する
とともに、新たに「アジアもの
づくり教育支援プログラム」を
実施して、工芸教育者や専門家
との相互交流を通じて、伝統的
な技術等の共有と人的ネット
ワークの構築を目指す。

(ｲ) 世界に通じる研究拠点とな
　るため、国際的な共同研究に
　取り組む。
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　大学の教育研究等の質の向上に関する目標（研究に関する目標）
　　(1) 研究水準及び研究の成果等に関する目標

中期目標 中期計画 年度計画 業務実績
添付資料
番号

自己
評価

自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由

○科学研究費補助金（基盤研究Ａ）
「日本における｢美術｣概念の再構築」
におけるシンポジウム（京都国立近代
美術館、京都工芸繊維大学、東京都現
代美術館）を開催するとともに、本科
研の成果の検討と今後の展望について
の意見交換会等を開催した。

Ⅲ 資料33 60

○教育研究センターの主催により、6月
に科研費申請支援活動の報告会を開催
し、28年度の公募への働きかけを行っ
た。10月には申請者を対象に科研費採
択実績を有する学内教員と外部講師に
よる応募書類の添削会を開催し、教員6
名が参加した。
○27年度は、文部科学省科研費補助金
の前年度からの継続件数が6件、新規採
択件数が3件あったほか、さらに28年度
の公募に7件の申請を行い、また、科学
研究費助成事業の中の「研究成果公開
促進費」のうちの「学術図書」に2件の
申請を行った。このほか、三谷研究開
発支援財団の公募に4件の申請を行っ
た。これらの取組みにより、学内研究
の活性化を十分に図ることができた。

Ⅲ 61

(ｷ) 文部科学省の競争的補助制
度の28年度申請にむけて、大学
として取り組む研究を具体化す
る。

(ｴ) 文部科学省の大学に対する
　補助制度等を活用し、大学の
　研究活動を推進する。

(ｸ) 文部科学省科学研究費補助
金の10件以上の申請をめざし、
学内研究の活性化を図る。

(ｵ) 文部科学省科学研究費補助
　金において、段階的に申請件
　数の増加を図り、計画期間最
　終年度には10件の申請を目指
　し、これを通じて教員個人の
　研究活動を活性化する。
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　大学の教育研究等の質の向上に関する目標（研究に関する目標）
　　(1) 研究水準及び研究の成果等に関する目標

中期目標 中期計画 年度計画 業務実績
添付資料
番号

自己
評価

自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由

○教員の研究成果は大学紀要や大学広
報誌、本学紹介DVD、成果報告書、本学
ウェブサイトで公開した。
○11月26日から12月6日まで、金沢21世
紀美術館で教員研究発表展を開催し、
成果の展示とレクチャーを行った。
○10月4日、横浜における進学相談会の
本学ブース内で、金沢美術工芸大学の
社会連携事業を紹介する展示を行っ
た。
○8月21日から30日まで金沢21世紀美術
館で中国清華大学美術学院との交流展
を開催した。両大学美術、芸術理論を
中心とする61名の教員の作品や研究成
果を紹介する展覧会、講演会、シンポ
ジウムを行った。（展覧会入場者数10
日間で8685人）
○2月17日から22日まで『種を噛む』と
題して博士後期課程1年研究制作展を石
川県政記念しいのき迎賓館で開催し
た。

Ⅳ 資料34 62

(ｲ) 研究成果を効果的に発信す
　るため、国内外への出品、教
　員作品展、学会誌、大学紀要
　などの様々な企画や媒体を通
　じ公開する。

(ｱ) 国内外への出品、教員作品
展やシンポジウムの開催、学会
誌・大学紀要などの様々な企画
や媒体を通じ、研究成果を社会
へ発信する。特に、27年度は、
中国清華大学美術学院との交流
展を開催する。

(ｱ) 効果的な研究成果報告の在
　り方を検討し、制度化する。
　【22年度】

イ 芸術の振興・普及を
　促進するため、調査
　研究の成果を体系的
　に蓄積し、有効活用
　を図るとともに、国
　内外に向けて積極的
　に発信する。
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　大学の教育研究等の質の向上に関する目標（研究に関する目標）
　　(1) 研究水準及び研究の成果等に関する目標

中期目標 中期計画 年度計画 業務実績
添付資料
番号

自己
評価

自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由

○大学紀要は、これまでと同じく国立
情報学研究所の論文データベース・
サービス（CiNii）においてネット上で
全文公開した。 Ⅲ 63

◯柳宗理のデザイン処女作である硬質陶
器による白い陶磁器シリーズについて寄
託作品の調査を行った。また、柳宗理の著
作目録、作品目録、年譜のデータベースを
取りまとめ、寄託作品調査の基盤情報の
整備と共有を進めた。
◯研究成果の還元のため秋季企画展とし
て「シャルロット・ペリアンのデザイン」展を
開催したほか、市民向けの公開講座を４
回開催し、９５名の参加者があった。
◯本学のデザイン科を中心に教育成果の
展示として学生の作品展を４回開催した。

Ⅲ 資料35 64

(ｳ) 柳コレクションを中心に調査研
究を継続するとともに同施設をデ
ザイン教育の充実に活用するほ
か、市民向けのデザイン啓発事業
を展開する。

イ 芸術の振興・普及を
　促進するため、調査
　研究の成果を体系的
　に蓄積し、有効活用
　を図るとともに、国
　内外に向けて積極的
　に発信する。

(ｳ) 研究成果の利活用を図るた
　め、その成果を整理・蓄積
　し、公開する。

(ｲ) 研究報告書等の分類整理に
引き続き取り組むほか、研究内
容を電子情報化し大学ホーム
ページ及び全国図書館ネット
ワーク等を通じ公開する。
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ア 特色ある研究活動を
　積極的かつ効果的に
　推進するため、研究
　実施体制や研究環境
　を整える。

○教員が研究に取り組むための柔軟な
研究環境を整備するため、平成27年度
第19回の教育研究審議会でサバティカ
ル研修制度の導入を検討し、平成28年
度の同制度の導入に繫げることができ
た。
○教員が教育、研究、社会活動、大学
運営の具体的な活動項目の中から目標
を設定し、教員自身による一次評価と
学長による二次評価を行う教員評価制
度を実施した。教員の特色ある研究活
動を、より幅広く個別的に把握するこ
とが可能となり、多様な研究活動を推
進するための研究環境の改善に活かす
ことができた。

Ⅲ
資料36
資料57

65

○引き続きデザイン科工房に、実習授
業のない午後の時間帯に学生の指導を
行うため実習助手を配置した。

Ⅲ 66

　大学の教育研究等の質の向上に関する目標（研究に関する目標）
　　(2) 研究実施体制等に関する目標

自己
評価中期目標

自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由

(ｱ) 教員が研究に取り組むため
　の柔軟な研究環境を整える。
　【前期：現状分析、中期：改
　　善】

添付資料
番号中期計画 年度計画 業務実績

(ｲ) 教員の中長期の研究を可能
　とする学内体制を検討し、制
　度の構築を目指す。
　【前期：試行】

(ｲ) 学生だけでは、取り扱いが
困難な工作機器や精密機械等の
使用について指導を行う助手を
引き続き配置する。

(ｱ) 研究環境の整備については
引き続き改善策を策定する。
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　大学の教育研究等の質の向上に関する目標（研究に関する目標）
　　(2) 研究実施体制等に関する目標

自己
評価中期目標

自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由

添付資料
番号中期計画 年度計画 業務実績

イ 研究の質を向上させ
　るため、研究の方法
　や内容等について不
　断の見直しを行う。

○教員の日々の研究活動の成果につい
ては学長、理事、教育研究審議会委員
が可能な限りリアルタイムで確認、評
価を行ったが、それが難しい場合は年
度末の研究成果報告書で評価を行っ
た。
○教育研究審議会において研究費の配
分の検証、審議、決定を行う仕組みを
検討し、26年度の教員研究費検討会議
において検討した研究費の種別や成果
の公表方法、評価方法などに基づき27
年度の研究費を配分した。
○外部資金獲得を目指す教員の意欲を
支援するため、科学研究費申請者に補
助金を交付できるよう研究費を配分し
た。

Ⅲ 67

○教育研究審議会において研究成果の
点検・評価の結果を基に改善策を検討
した結果、引き続き大学の特色となる
研究や先端的な研究、公共性のある研
究を支援し積極的に評価することとし
た。
○教育研究センターが主催し、外部資
金獲得のための本学教員による報告会
と外部講師を招聘した勉強会を行っ
た。
○金沢21世紀美術館で教員研究発表展
を開催し、作品や授業の成果、レク
チャーなど多様な形式により積極的に
成果の公開を行った。教員研究発表展
の初日には、一般来場者に向けて出展
した教員による作品解説を実施した。
また研究成果を多角的に検証し、その
評価が研究活動の改善・充実につなが
るように取り組んだ。

Ⅲ 資料37 68

　研究活動とその成果に対する
　点検・評価を行い、その結果
　を次の研究活動に反映するこ
　とのできる仕組みを検討し、
　試行により効果を検証しなが
　ら、適正な制度の構築を進め
　る。
　【前期：検討試行】

(ｱ) 研究活動とその成果に対す
る点検・評価に基づき、次年度
の研究費を配分する。

(ｲ) 点検・評価の結果をもと
に、研究活動の改善・充実に取
り組む。
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　市民の生活文化の向
上や地域の課題解決に
貢献するため、産業
界、芸術界、大学、行
政、市民等との連携を
強化し、教育研究成果
を積極的に社会に還元
する。

平成27年5月に開催されたユネスコ創造
都市ネットワーク世界会議では、平成
の百工比照－技と素材の一大標本、金
沢の工芸振興の系譜－を開催し、各国
の参加者から金沢の工芸文化が高く評
価された。

Ⅲ 70

○金沢市立泉野図書館との共同企画絵
画展～「澄（すむ）」～、美術ワーク
ショップ～「Ｍy扇子」を作ってみよ
う！～を開催し、修士課程絵画専攻日
本画コース4名の学生が作品を展示した
ほか、学生が講師となり、中学校の美
術部生徒を対象にワークショップを開
催した。

Ⅲ 資料38 71

Ⅳ

自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由

(ｱ) ユネスコ・クラフト創造都
市に関連した芸術教育研究事業
として、次の事業に取り組む。
・「平成の百工比照」収集作成
事業
・海外の創造都市への学生の派
遣事業
・アジアで活躍する工芸作家や
工芸に関する研究者を対象とし
た研修事業

◯陶磁分野で全国の30カ所の産地から
製品サンプルの収集を行った。また、
金工でアルミニウム着色見本、染織で
出雲筒染め、山形県遊佐刺し子の資料
を収集した。5月にはクラフト創造都市
ネットワーク会議にあわせて金沢21世
紀美術館で「平成の百工比照」展を開
催し、約11,000人の来場者があった。
また、同展は石川県デザイン賞で最高
賞である知事賞を受賞した。
○アジア工芸作家等研修員として、
ミャンマーから天然染料と染織技術の
習得のため3ヶ月間、タイよりテキスタ
イルデザインと染織技術の習得のため
に3ヶ月間、ブータンより手工芸、デザ
イン、民芸等の研修のため6ヶ月間受け
入れた。

自己
評価

　大学の教育研究等の質の向上に関する目標（その他の目標）
　　(1) 社会との連携や社会貢献に関する目標

中期目標 中期計画 年度計画 業務実績

ア　「創造都市・金沢」の発展
　の一翼を担うとともに、都市
　計画、まちなみ保全、景観な
　どに関する施策の協働に積極
　的に取り組む。

添付資料
番号

資料6 69

(ｲ) 「世界の交流拠点都市金沢
－重点戦略計画」に基づき金沢
市が行う事業に積極的に参加す
る。特に、27年度は、クラフト
創造都市ネットワーク会議に
「平成の百工比照」の展示協力
を行う。

(ｳ) 金沢市立泉野図書館と本学
による共同企画展を泉野図書館
内で開催する。
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自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由

自己
評価

　大学の教育研究等の質の向上に関する目標（その他の目標）
　　(1) 社会との連携や社会貢献に関する目標

中期目標 中期計画 年度計画 業務実績
添付資料
番号

○9月から12月にかけて、金沢市立の7
小学校に大学院生10名を派遣し、小学
校教員のティーチングアシスタントと
して図画工作の授業作りを支援した。
児童の美術への興味、関心を高める一
助になった。（延べ76時間）

Ⅲ 資料39 72

○金沢市景観審議会、金沢市広告物審
議会等の委員として、19名が参画し
た。

Ⅲ 73

○企業、公共団体等からの依頼によ
り、連携した事業は産学連携事業とし
て15件、地域連携事業として17件とな
り、延べ364名の学生が参加した。教育
プログラムとして実践し、実社会の課
題を通して経験を重ねることができ
た。その成果の一部を大学説明会・
オープンキャンパスで公開し、研究に
取り組んだ学生も参加した。

Ⅲ 資料8 74

イ　企業等からの受託研究や共
　同研究などにおいて、教育と
　研究の観点から大学が取り組
　む意義のある研究を積極的に
　実施する。

イ　企業等からの受託研究や共
同研究などにおいて、教育と研
究の観点から大学が取り組む意
義のある研究を積極的に実施
し、学生のスキルアップに活用
する。

(ｴ) 児童の図画工作の学習への
関心を高め、豊かな感性の育
成、表現や鑑賞能力の向上を目
的に、小学校の図画工作の授業
に学生を派遣する。

(ｵ) 金沢市の都市計画や景観等
の分野の施策審議会等の委員と
して、教員が参画する。
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自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由

自己
評価

　大学の教育研究等の質の向上に関する目標（その他の目標）
　　(1) 社会との連携や社会貢献に関する目標

中期目標 中期計画 年度計画 業務実績
添付資料
番号

○金沢市立病院でのホスピタリティ・
アート・プロジェクトでは光の回廊シ
リーズの企画、運営、現場での進行管
理等において、大学院生が中心となっ
て活動し企画を成功させた。また、ホ
スピタル・ギャラリーにおいて、ギャ
ラリートークを実施し、市民や病院ス
タッフと積極的に交流した。

Ⅲ 資料11 75

○金沢大学において両大学の連携推進
会議を開催し、双方から理事が3名ずつ
出席し協議を行った。
○本学美術学部と金沢大学人間社会学
域学校教育学類美術教育専修との連携
を探った。
○本学と理工系のものづくり実践プロ
ジェクトを実施した。
○包括協定に基づいて、金沢大学医薬
保健学域医学類の3年生6名の基礎配属
受講者を対象に、絵画表現の概説と
デッサンの実習を10日間に渡り本学で
行った。
○金沢大学からは通常の科目として美
術解剖学の講義を本学で開講した。

Ⅲ 76

○11月に本学と北陸先端科学技術大学
院大学との間で包括協定を結び、教職
員及び学生の交流や共同研究、セミ
ナー等の実施に関して連携・協力する
こととした。また、平成28年10月開催
「東京デザイン・ウィーク2016」への
共同ブース出展を決定した。

Ⅳ 資料40 77

ウ　大学の知的資源の特性を生
　かし、他大学や各種研究機関
　との共同研究を実施する。

(ｱ) 医療分野における芸術の可
能性に関する調査研究、成果の
公開を金沢市立病院等と共同で
実施する。

(ｲ) 包括協定を締結した金沢大
学との間で、両大学の特徴を活
かした共同研究の可能性を検討
するほか、医学類と連携して医
療やアートに関する特別講義等
を相互に開催する。

(ｳ) 大学の知的資源を生かし
て、新たな高等教育機関または
研究機関との共同研究に取り組
む。
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自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由

自己
評価

　大学の教育研究等の質の向上に関する目標（その他の目標）
　　(1) 社会との連携や社会貢献に関する目標

中期目標 中期計画 年度計画 業務実績
添付資料
番号

○26年度に引き続き、卯辰山工芸工房
や職人大学校との間で相互講師派遣を
行った。本学工芸科教員は卯辰山工芸
工房の研究会や講評会に参加し、また
職人大学校からは木工の実技指導の講
師として工芸科の授業を受け持った。
さらに芸術学の授業においても教員を
通じて、工房の施設相互使用や制作・
技術指導を行った。

Ⅲ 78

○26年度に引き続き、寄託所蔵品の整
理と業績調査研究を進めた。

Ⅲ 79

○9月から12月にかけて、金沢市立の7
小学校に大学院生10名を派遣し、小学
校教員のティーチングアシスタントと
して図画工作の授業作りを支援した。
児童の美術への興味、関心を高める一
助になった。（延べ76時間）
【再掲 72】

Ⅲ 資料39 80

○石川県内4高校を含む5高校で美術系
大学の授業内容を紹介した。
○大学コンソーシアム石川の出張オー
プンキャンパス事業においては、3高校
3講座を実施した。
【再掲 6】

Ⅲ 81

(ｲ) 高等学校での出前講座を開
催し、本学の授業の体験を通し
て芸術への関心を高める。
【再掲 入試広報強化事業】

(ｵ)「柳宗理記念デザイン研究
所」を研究拠点として、寄託所
蔵品の整理と業績調査研究を進
める。

エ　小中学校や高等学校と連携
　し、芸術を志す人材の育成に
　向けた教育や講座等を開催す
　る。

(ｱ) 児童の図画工作の学習への
関心を高め、豊かな感性の育
成、表現や鑑賞能力の向上を目
的に、小学校の図画工作の授業
に学生を派遣する。
【再掲 金沢市連携事業】

ウ　大学の知的資源の特性を生
　かし、他大学や各種研究機関
　との共同研究を実施する。

(ｴ) 金沢市の施設である卯辰山
工芸工房、クラフトビジネス創
造機構や職人大学校等との協働
を実施する。
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自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由

自己
評価

　大学の教育研究等の質の向上に関する目標（その他の目標）
　　(1) 社会との連携や社会貢献に関する目標

中期目標 中期計画 年度計画 業務実績
添付資料
番号

○学生有志のグループ展のほか、研究
室単位の成果報告会や教員の研究発表
や制作のスペースとして、石引商店街
の賑わいづくりに貢献した。代表的な
イベントとして、彫刻専攻による金沢
彫刻祭2015が行われた。

Ⅲ 資料41 82

(ｱ)「アートベース石引」を大
学の情報発信拠点として、各種
アートイベントを開催するほ
か、商店街を含めた地域活性化
と産業との連携事業を実施す
る。

オ　学生とともに、市民に向け
　た多彩なアートイベントを開
　催する。

カ　産学連携、地域連携などの
　推進を図るため、実施体制を
　強化する。
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○交流協定に基づき、11月17日から11
月19日まで、教員1名を受け入れ、教員
及び学生との交流を深めるとともに、
講演会とワークショップを開催した。

Ⅲ 資料42 83

○交流協定に基づき、教員1名と学生2
名を派遣した。

Ⅲ 84

○交流協定に基づき、10月2日〜12月27
日まで学生1名を受け入れた。
○交流協定に基づき、学生2名を派遣す
る予定であったが、国際情勢の悪化に
伴い、平成27年11月14日付「フランス
への渡航時の安全確保に関する注意喚
起について（依頼）」、平成27年11月
20日付「パリにおいて発生したテロ事
件について（注意喚起）」の各通知が
文部科学省等よりあったため、これら
を受けて急遽派遣を中止した。

Ⅲ 85

○交流協定に基づき、4月15日〜6月14
日に学生１名を受け入れ、デザイン専
攻の学生と交流し、学内で自身の研究
を発表した。
○交流協定に基づき、学生1名を派遣す
る予定であったが、国際情勢の悪化に
伴い、平成27年11月14日付「フランス
への渡航時の安全確保に関する注意喚
起について（依頼）」、平成27年11月
20日付「パリにおいて発生したテロ事
件について（注意喚起）」の各通知が
文部科学省等よりあったため、これら
を受けて急遽派遣を中止した。

Ⅲ 86

ア　教育研究における国際交流
　を推進するため、学生や教員
　の海外交流の機会を拡大する
　とともに、交流内容の充実を
　図る。

(ｱ) バッファロー美術大学(ア
メリカ)から教員を受け入れ
る。

(ｲ) 清華大学（中国）へ教員と
学生を派遣する。

(ｴ) ナンシー国立美術大学(フ
ランス)から学生を受け入れる
とともに本学から学生を派遣す
る。

　大学の教育研究等の質の向上に関する目標（その他の目標）
　　(2) 国際化に関する目標

中期目標 中期計画 年度計画 業務実績
自己
評価

　国際感覚豊かな教育
研究活動を推進するた
め、学生や教員の国際
交流の機会を拡大す
る。

自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由

(ｳ) ゲント王立アカデミー(ベ
ルギー)と学生の派遣と受入を
実施する。

添付資料
番号
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　大学の教育研究等の質の向上に関する目標（その他の目標）
　　(2) 国際化に関する目標

中期目標 中期計画 年度計画 業務実績
自己
評価

自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由

添付資料
番号

○交流協定に基づき、学生1名を派遣す
る予定であったが、国際情勢の悪化に
伴い、平成27年11月14日付「フランス
への渡航時の安全確保に関する注意喚
起について（依頼）」、平成27年11月
20日付「パリにおいて発生したテロ事
件について（注意喚起）」の各通知が
文部科学省等よりあったため、これら
を受けて急遽派遣を中止した。

Ⅲ 87

○交流協定に基づき、学生1名を派遣す
る予定であったが、国際情勢の悪化に
伴い、平成27年11月14日付「フランス
への渡航時の安全確保に関する注意喚
起について（依頼）」、平成27年11月
20日付「パリにおいて発生したテロ事
件について（注意喚起）」の各通知が
文部科学省等よりあったため、これら
を受けて急遽派遣を中止した。

Ⅲ 88

(ｶ) ナント美術学校（フラン
ス）へ学生を派遣する。

ア　教育研究における国際交流
　を推進するため、学生や教員
　の海外交流の機会を拡大する
　とともに、交流内容の充実を
　図る。

(ｵ) ヴァランド芸術学院
（スェーデン）へ学生を派遣す
る。
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　大学の教育研究等の質の向上に関する目標（その他の目標）
　　(2) 国際化に関する目標

中期目標 中期計画 年度計画 業務実績
自己
評価

自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由

添付資料
番号

○アジア工芸作家等研修員として、
ミャンマーから天然染料と染織技術の
習得のため3ヶ月間、タイよりテキスタ
イルデザインと染織技術の習得のため
に3ヶ月間、ブータンより手工芸、デザ
イン、民芸等の研修のため6ヶ月間受け
入れた。

Ⅲ 89

○国際交流センター主催による海外作
家講演会として、6月9日に海老原嘉子
氏による「米国の美術館・ギャラ
リー・イベントにおける海外美術作品
の紹介ーデザインや工芸に光を当て
て」と題して講演会を開催した。ま
た、6月11日にマイケル・ホール氏によ
る講演会を開催した。

Ⅲ 資料43 90

○金沢大学・金沢美術工芸大学連携推
進会議において各々理事3名が出席し、
学部、大学院における外国人留学生の
受け入れを拡大するために、入学後も
日本語能力試験2級程度以上の実質的語
学力を保持し向上させていく方策と、6
月〜7月の海外からの短期受入れについ
て協議、検討した。

Ⅲ 91

ア　教育研究における国際交流
　を推進するため、学生や教員
　の海外交流の機会を拡大する
　とともに、交流内容の充実を
　図る。

(ｷ) アジアものづくり教育支援
プログラムを実施する。

イ　外国人留学生の受入れの拡
　大を目指し、受入制度を検討
　し、有効かつ実現可能と認め
　られるものについて、制度化
　を図る。

イ　さらに外国人留学生の受入
れの拡大を図るため、夏季休業
期間の受入制度について検討す
る。

(ｸ) 海外作家等の講演会を学内
で開催する。
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　社会情勢の変化に迅
速かつ的確に対応する
ため、教職員が一体と
なった柔軟で機動的な
運営組織を構築する。

ウ　機動的で迅速な意思決定を
　実現するため、権限と責任の
　明確化を図るとともに、教職
　員が一体となった執行組織を
　構築する。
　【22年度】

ア　理事長（学長）のリーダー
　シップを支えるため、理事が
　業務を分掌し、理事長の意思
　決定を支援・補佐する体制を
　構築する。
　【22年度】

イ　法人の意思形成の適正性を
　保つため、理事会、審議機
　関、教授会などの各機関の連
　携と分担が明確な組織運営を
　行う。
　【22年度】

自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由

添付資料
番号

　業務運営の改善及び効率化に関する目標
　　１　組織運営の改善に関する目標
　　　(1)　運営組織の改善に関する目標

中期目標 中期計画 年度計画 業務実績
自己
評価
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　特色ある教育研究を
推進するとともに、社
会の教育研究に対する
要請や学生の学習需要
の変化等に対応するた
め、教育研究組織につ
いて不断の見直しを行
う。

○自己点検・評価実施運営会議、美
術・デザイン・工芸の各科・専攻会議
において、社会や時代の状況に対応す
る教育内容や教育体制の在り方につい
て検討した。また、成美会（保護者
会）、同窓会、経営審議会からの意見
を聴く機会を持ったほか、卒業生アン
ケートを実施するなどして、外部から
の視点を参考とした検討を引き続き
行った。こうした継続的な検討を受け
て、第2期中期計画を策定し、その中で
学部教育の充実、大学院教育の改革な
ど教育研究組織の改善と今後の在り方
を示した。

Ⅲ 92

○平成26年度の認証評価で指摘を受け
た点のうち、学部において１年間に履
修登録できる単位の上限（50単位）が
高いことについて、履修単位登録でき
る単位数の上限の見直し（49単位へ
減）を行った。また、課程の修了に必
要な単位を修得して退学した後、在籍
関係がない状態で学位論文を提出した
者に対し、「課程博士」として学位授
与を認めていることについて、その根
拠となっている規定を削除するととも
に、在籍関係を保持したまま学位論文
を提出するように指導した。
【再掲 41】

Ⅲ 93

ア　学問状況の変化や社会的要
　請に対応し、効果的な教育・
　研究を推進するため、学部、
　研究科の再編など、教育研究
　組織の在り方を不断に検証
　し、必要な改善を図る。

ア　効果的な教育・研究を推進
するため、学部、研究科の教育
研究組織の在り方を検証し、必
要な改善案を策定する。

イ　客観的、合理的な改善等を
　推進するため、自己点検・評
　価はもとより、第三者評価機
　関の意見や評価結果などに基
　づき大学運営を改善する。

イ　自己点検・評価及び金沢市
の評価委員会など第三者評価機
関の意見や評価結果などに基づ
き、大学運営の改善を進める。
特に、27年度は大学基準協会の
H26年度認証評価結果に基づ
き、必要な改善計画を作成し、
改善を進める。
【再掲 授業内容改善】

添付資料
番号

　業務運営の改善及び効率化に関する目標
　　１　組織運営の改善に関する目標
　　　(2) 教育研究組織の改善に関する目標

中期目標 中期計画 年度計画 業務実績
自己
評価

自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由
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○第2期における法人職員採用計画につ
いては、第1期採用計画後の状況を一定
期間検証し、第2期の後期（32～33年
度）において再検討することとした。 Ⅲ 94

　 　 　

○「科学研究費助成事業実務担当者向
け説明会」（名古屋7月15日）、「スト
レスチェック実施者養成研修」（金沢
10月7日）、「公立大学の地域連携に関
する協議会」（東京3月4日）など、49
の研修等に職員が参加したほか、「公
立大学の評価に関する勉強会」（大阪
11月26日）、「全国学生相談研修会」
（東京11月15日～17日）など、14の研
修等に教員が参加した。
○教職員の外国語能力の向上を図るた
め外国語研修支援制度による学内公募
を実施し、教員1名に対して支援を行っ
た。

Ⅲ
資料27
資料44

95

(ｳ) 能力開発や専門性の向上を
　図るため、教職員の研修制度
　を整備する。
　【前期】

(ｲ) 能力開発や専門性の向上を
図るため、教職員を学外の研修
等に参加させる。

(ｱ) 事務職員について、市派遣
　職員から法人採用職員への計
　画的な切替えを実施する。

(ｱ) 22年度に策定した採用計画
が27年度で終了するため、新た
な採用計画を策定する。

ア 大学運営や教育研究
　活動を効果的かつ効
　率的に推進するた
　め、大学の特性や教
　育研究活動の実情に
　即した柔軟で弾力的
　な人事制度を構築す
　る。 (ｲ) 効果的、効率的な教育研究

　活動を実現するため、多様な
　雇用形態や任用制度等につい
　て検討し、教育研究の質の向
　上に資すると認められるもの
　について、制度化を図る。
　【前期：検討、
　　中期・後期：制度化】

添付資料
番号

　業務運営の改善及び効率化に関する目標
　　１　組織運営の改善に関する目標
　　　(3) 人事制度の改善に関する目標

中期目標 中期計画 年度計画 業務実績
自己
評価

自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由
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添付資料
番号

　業務運営の改善及び効率化に関する目標
　　１　組織運営の改善に関する目標
　　　(3) 人事制度の改善に関する目標

中期目標 中期計画 年度計画 業務実績
自己
評価

自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由

イ　教職員の資質向上
　や教育研究活動の活
　性化を図るため、能
　力、意欲、努力、業
　績等が公平・公正に
　評価され、教職員の
　モチベーションを高
　めることができる評
　価制度を構築する。

○職員については、目標管理方式によ
る勤務評定を実施した。
○教員評価のための「目標・自己評価
シート」については、各教員に対し年
度当初における目標の記載を求め、全
教員から提出を受けた。また、年度末
において目標の達成度を自己評価によ
り記載させた。

Ⅲ 資料36 96

　教職員の多様な活動や業績を
適正に評価し、その結果を処遇
に反映できる評価制度を構築す
るため、制度内容について検討
し、試行による効果の検証を経
て、制度化を図る。
【前期：検討、中期：試行】

(ｱ) 教員評価のための「目標・
自己評価シート」について、実
施方法等の改善を進め、制度と
して定着させる。
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　新しい運営体制に即
した事務処理を行うた
め、現行の事務処理を
見直し、事務の効率化
及び合理化を図る。

○事務局への申請様式のうち、「美大
ホール使用許可願」、「集会ホール使
用許可願」、「研修棟使用許可願」に
ついて、学生の利便性を向上させるた
め、簡素化を軸とした、様式の見直し
を行なった。

Ⅲ 97

○ホームページの修正、更新を外部委
託した。進学相談会、オープンキャン
パス等で活用する大学案内パンフレッ
ト、専攻別リーフレットやその他キャ
ンパスバッグ等のグッズ制作業務を外
部委託した。また、今年度着手した
ホームページの大きな改訂には、新た
に適切な業者に委託した。

Ⅲ 98

○「公立大学職員セミナー」（東京7月
15日～17日）に職員を派遣し、高等教
育の全体像や公立大学職員として求め
られる資質、態度等について理解を深
め、能力の向上を図った。
○学生・教務関連では、就職に関する
産学連携情報交換会や学生相談、保
健、奨学金、入試等に関する研修会に
職員を派遣した。

Ⅲ 資料44 99

(1) 法人化5年を踏まえて、よ
り学生の利便性を向上させるた
め、学生等からの申請書類の簡
素化について検討する。

(2) 効率的な事務処理等を実現
　するため、大学運営に係る企
　画・立案能力や、学生・教務
　事務に関する専門知識を有し
　た専門職員を任用・育成す
　る。

(3) 効率的な事務処理等を実現
するため、大学運営に係る企
画・立案能力や、学生・教務事
務に関する専門知識を有した専
門職員を育成するため、学外の
研修等に派遣する。

　業務運営の改善及び効率化に関する目標
　　２　事務等の効率化・合理化に関する目標

中期目標 中期計画 年度計画 業務実績
自己
評価

自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由

(1) 事務処理の簡素化、合理化
　を進め、大学管理コストの縮
　減を図るため、事務手続や決
　裁権限などの見直しや定型的
　業務や専門的業務の外部委託
　等を実施する。

(2) 迅速な情報発信を進めるた
め、広報業務の一部を外部委託
する。

添付資料
番号
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　業務運営の改善及び効率化に関する目標
　　２　事務等の効率化・合理化に関する目標

中期目標 中期計画 年度計画 業務実績
自己
評価

自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由

添付資料
番号

○教学組織の教員研究費について、美
術工芸研究所の法人採用職員及び事務
職員の複数体制で領収書等の精査を行
い、さらに教育研究審議会委員が年度
末にその確認を行うことで、適正、公
正な研究費の執行を監督した。

Ⅲ 100

○昨年度に引き続き、委託契約してい
る公認会計士による監査及び会計指導
を受け、適正な財務事務を執行した。
また、科学研究費助成事業において検
収業務を強化し、監査機能を向上させ
た。

Ⅲ 101

(5) 学外者による会計監査等を
実施し、適正な財務事務を行
う。

(3) 学内での監査機能を担保す
　るため、組織内部で相互牽制
　が働く体制を整える。
　【22年度】

(4) 適正、公正、安定を確保した実
効性ある内部監査を行い、相互牽
制が働く体制を整備するとともに、
発注・納品・検収作業に関する具
体的な監査機能についても検討
する。
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　財政基盤の強化を図
るため、競争的資金の
獲得や寄附金その他の
外部資金の導入に積極
的に取り組む。

◯三谷研究開発支援財団、科学研究費
補助金について、全教員にメールで案
内を送付した。また、科学研究費助成
事業のホームページで採択済みの研究
内容を広く公開した。
◯教育研究センターの主催により、6月
に科研費申請支援活動の報告会を開催
し、28年度の公募への働きかけを行っ
た。10月には申請者を対象に科研費採
択実績を有する学内教員と外部講師に
よる応募書類の添削会を開催し、教員6
名が参加した。
◯その他の外部研究資金に関して、募
集情報の掲示や関連する専攻の教員へ
の情報提供を随時実施した。

Ⅲ 資料37 102

○28年度の文部科学省科研費補助金の
公募に7件、科学研究費助成事業の中の
「研究成果公開促進費」のうちの「学
術図書」に2件の申請を行った。また、
三谷研究開発支援財団の公募に4件の申
請を行った。合計で13件の申請を行う
ことができた。

Ⅲ 資料45 103

(1) 外部研究資金に関する幅広
　い情報を提供する。
　【22年度】

(1) 外部研究資金に関する幅広
い情報を提供し、研究活動の活
性化を図る。

(2) 文部科学省科学研究費補助
　金等の競争的資金の獲得に取
　り組む。

(2) 28年度の文部科学省科学研
究費補助金等の公募に、10件以
上の申請を目指す。

自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由

添付資料
番号

　財務内容の改善に関する目標
　　１　外部研究資金、寄附金その他の自己収入の増加に関する目標

中期目標 中期計画 年度計画 業務実績
自己
評価
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自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由

添付資料
番号

　財務内容の改善に関する目標
　　１　外部研究資金、寄附金その他の自己収入の増加に関する目標

中期目標 中期計画 年度計画 業務実績
自己
評価

○自己収入の増加を図るため、教育研
究活動に支障が生じないよう配慮した
うえで、企業や公共団体等からの依頼
について、社会連携運営会議において
内容と教育的な効果を確認し、産学連
携事業を15件、地域連携事業を17件実
施した。
○大学の資産や新たに発生する知的財
産を取り扱うため、組織のあり方や管
理方法などを弁理士を交えて検討した
結果、社会連携運営会議を社会連携セ
ンターに組織変更するとともに、「社
会連携センター知財管理部門規程」を
制定し、平成28年４月１日から施行す
ることとした。
○その結果、社会連携センター内に地
域連携部門、産学連携部門に加え、新
たに知財管理部門を設置することとな
り、社会連携センター組織の強化を図
ることができた。

Ⅳ
資料8
資料46

104

「かなびサポーター」制度を中心とし
た教育研究基金に教職員、市民から
2,061千円、教職員の研究助成として
2,112千円、卒業・修了制作展の開催助
成として3,260千円、合計7,433千円の
寄附を受けた。なお、そのうち「かな
びサポーター」制度による寄附金額は
1,396千円（40件）である。

Ⅳ 資料47 105

(4) H26年度に創設した「かな
びサポーター」制度等を活用
し、300万円を目標に、卒業生
や企業等から学生の教育に対す
る寄附金を募り、外部資金の導
入に取り組む。

(3) 大学の特性を生かした独自
　の自己収入増加策を検討し、
　民間の企業や芸術団体などか
　らの資金の導入に取り組む。

(3) 教育研究活動に支障が生じ
ないよう配慮したうえで、本学
の知的資産を活かした産学連携
研究に取り組み、自己収入の増
加を図る。また、28年度の知財
センター(仮称）設立に向け
て、27年度中に知的財産の扱い
に関する方針を検討する。
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　総人件費の適正化を
図るため、教育研究の
水準の維持・向上に配
慮しながら、組織運営
の効率化や要員の採
用・配置等の適正化を
進める。

○教員の定数管理を適正に行うため、
学部退職等教員2名の後任として2名の
採用予定者を決定した。
○常勤の法人採用職員を1名採用した。

Ⅲ 106

自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由

　法人の効率的、効果的な運営
を図るため、教職員配置計画を
策定し、計画的な教職員の定数
管理と適正配置を行う。

ア　22年度に策定した教職員配置
計画に基づき、教職員の定数管
理と適正配置を行う。

添付資料
番号

　財務内容の改善に関する目標
　　２　経費の効率化に関する目標
　　　 (1) 人件費の適正化に関する目標

中期目標 中期計画 年度計画 業務実績
自己
評価
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○引き続き、冷房28℃、暖房20℃の設
定等を行ったほか、夜間巡回時に不要
照明の消灯確認を行った。また、電力
需要抑制の実証試験（北陸電力株式会
社）に参加し、抑制量に応じた協力金
収入を得た。

Ⅲ 107

○予算の投資効果を精査し、将来的に
不可欠な施策の重点的な推進や効率的
で自立度の高い予算策定に取り組ん
だ。

Ⅲ 108

○引き続き、インターネットの活用に
より、3件の購入を行い、効率的な予算
執行を行った。

Ⅲ 109

○3Dスキャナーを新たに設置し、使用
予定をデザイン科で管理することによ
り、全学的に使用できる体制を作っ
た。 Ⅲ 110

ア　省エネを徹底するほか、効
率的、効果的な管理的経費の執
行に努める。

ウ　重複投資を防ぐため、備品
　の共同利用等を促進する。

エ 重複投資を防ぐため、備品
の共同利用等を促進する。

年度計画

　財務内容の改善に関する目標
　　２　経費の効率化に関する目標
　　　 (2) 人件費以外の経費の効率化に関する目標

　人件費以外の経費の
効率化を図るため、弾
力的かつ効果的な予算
執行に努めるととも
に、業務の簡素化及び
効率化を進める。

ア　管理的経費においては、効
　率的、効果的な執行に努め
　る。

添付資料
番号中期目標 中期計画 業務実績

自己
評価

自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由

イ　物品や備品の共同購入やイ
　ンターネットの活用など、調
　達方法の改善を図り、効率的
　な予算執行を進める。
　【22年度試行】

ウ　新たな調達業者を調査する
とともに、工事の仕様書発注や
物品調達における共同購入並び
にインターネット活用など、効
率的な予算執行を行う。

イ 28年度の予算編成に向け
て、予算の投資効果を検討し、
効果的な予算投資を目指す。
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　資産の適正な管理を
行うため、常に資産の
状況について把握・分
析を行い、効果的な活
用を図る。

○過去の実績等に基づき資金計画表を
作成し、昨年度と同様に、安全かつ確
実な資金運用を行った。

Ⅲ 111

○地域のスポーツ団体等の学外者に有
償で体育館を貸し付けた。
○使用料の見直しについては、算定の
基礎となっている相続税路線価が毎年
下落しているため、使用料の値上げは
見送ることとした。

Ⅲ 112

添付資料
番号

(1) 効果的な資産の運用を行う
　ため、資金計画を策定し、効
　率的かつ確実な資金運用を行
　う。

(1) 効果的な資産の運用を行う
ため、資金計画を策定し、効率
的かつ確実な資金運用を行う。

年度計画 業務実績

(3) 使用料金収入を獲得するた
　め、大学の教育研究活動に支
　障がない範囲で、大学施設の
　学外者への有償貸付けなどを
　行う。
　【22年度検討】

(2) 大学の教育研究活動に支障
がない範囲で、大学施設を学外
者へ有償で貸付けするととも
に、使用料の見直しについても
検討する。

自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由

　財務内容の改善に関する目標
　　３　資産の運用管理の改善に関する目標

中期目標 中期計画
自己
評価
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○教育研究審議会において、効果的に
点検・評価を行うために、それぞれの
委員が所管・総括する業務に適合する
評価項目を検証し、自主的な評価基準
を再確認して、次年度の評価に反映さ
せるよう検討した。

Ⅲ 113

○教務委員会と大学院運営委員会にお
いて24年度からのカリキュラム改編に
伴う混乱が生じないよう管理を行い、
学生への周知を徹底するため、在学生
ガイダンス、入学生ガイダンスを丁寧
に行った。両委員会のほか各科・専攻
及び事務局において不断に受講状況を
点検した。

Ⅲ 114

○平成26年度の認証評価で指摘を受け
た点のうち、学部において１年間に履
修登録できる単位の上限（50単位）が
高いことについて、履修単位登録でき
る単位数の上限の見直し（49単位へ
減）を行った。また、課程の修了に必
要な単位を修得して退学した後、在籍
関係がない状態で学位論文を提出した
者に対し、「課程博士」として学位授
与を認めていることについて、その根
拠となっている規定を削除するととも
に、在籍関係を保持したまま学位論文
を提出するように指導した。
【再掲 41】

Ⅲ 115

(2) 自己点検・評価の結果を大
　学運営の改善に反映するため
　の全学的な体制を整備する。
　【22年度】

(3) 大学基準協会に提出した自
己点検・評価報告書に基づき、
必要な改善計画を作成し、改善
を進める。
【再掲 授業内容改善】

　自己点検・評価及び情報の提供に関する目標
　　１　評価の充実に関する目標

中期目標 中期計画 年度計画 業務実績
自己
評価

自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由

添付資料
番号

　自己点検・評価の
結果を大学運営の改
善に有効に反映させ
るため、点検・評価
の内容、方法、体制
等について不断の見
直しを行う。

(1)効果的な点検・評価を行う
　ため、評価項目や評価基準を
　不断に見直し、その結果を実
　践する。

(1) 効果的な点検・評価を行う
ため、引き続き、評価項目や評
価基準の見直しに努める。

(2) 引き続き、カリキュラム移
行期間の円滑な運用に努める。
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　自己点検・評価及び情報の提供に関する目標
　　１　評価の充実に関する目標

中期目標 中期計画 年度計画 業務実績
自己
評価

自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由

添付資料
番号

○大学の点検、評価について説明責任
を果たすため、「学内情報の公開に関
する基本方針」に基づき、中期目標、
各年度ごとの年度計画、金沢市公立大
学法人評価委員会による業務実績評価
結果を公表した。また、大学基準協会
から平成26年度に受けた認証評価の結
果を法人情報として、今年度ホーム
ページで公開した。

Ⅲ 資料48 116

(3) 大学の点検・評価について
　説明責任を果たすため、ホー
　ムページ等を活用し、評価結
　果を積極的に公表する。
　【23年度】

(4) 大学の点検・評価について
説明責任を果たすため、ホーム
ページ等を活用し、評価結果を
積極的に公表する。

　自己点検・評価の
結果を大学運営の改
善に有効に反映させ
るため、点検・評価
の内容、方法、体制
等について不断の見
直しを行う。
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○金沢21世紀美術館をはじめとした金
沢のほか、横浜等でも大学の紹介を積
極的に行い、広報活動を通して本学の
魅力を発信した。本年度は大学が発行
する印刷物等を専門のデザイナーを招
聘し、点検した。そして、新たなVI計
画を検討した結果、費用と時間が相当
量必要であり、検討を継続することと
し、来年度へ向けた予算の要求を行っ
た。

Ⅲ 117

○平成26年度に引き続き、柳宗理記念
デザイン研究所、科研費関連情報、か
なびサポーター等の特設ページの充実
をはかった。情報公開の適切な時期に
トップページにバナーを作ることによ
り効果的に運用した。

Ⅲ 118

○横浜の進学相談会において、産学連
携研究及び地域連携活動、柳宗理記念
デザイン研究所、本学の教育研究活動
などをパネルや商品等で展示すること
により、社会連携活動の実績を発信し
た。
○本学の活動や教員、学生の活躍を映
像で紹介することを検討した。

Ⅲ 資料4 119

(3) 美大のブランド力を向上さ
せるため、美大オリジナル商品
（試作品）の開発、発表会を継
続的に開催して本学のデザイン
力を世界に発信していく。

(2) 大学の活動を広く市民に示
　すとともに、教育・研究・社
　会活動・国際交流に関する大
　学広報力を強化し、美大ブラ
　ンドの確立を目指す。

(1) 学内情報の公開に関する基
　本方針を定め、実施体制を整
　備する。
　【22年度】

添付資料
番号

自己
評価

自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由

　自己点検・評価及び情報の提供に関する目標
　　２　情報公開や情報発信等の推進に関する目標

中期目標 中期計画 年度計画 業務実績

(1) 24年度に策定したVI計画に
基づき、広報活動を強化する。

(2) 教育・研究・社会活動・国
際交流に関して、ホームページ
による効果的な公開方法を検討
する。

　社会に対する説明責
任を果たすため、学内
情報の公開等に関する
基本方針を定め、積極
的な情報公開を図ると
ともに、大学の活動を
広く社会に示すため、
教育研究活動等につい
て積極的な情報発信を
図る。
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○引き続き、27年度の修繕履歴等を台
帳に記載し、台帳管理の徹底を図っ
た。 Ⅲ 資料49 120

○28年度予算要求に併せ中期修繕計画
の見直しを行い、学内環境の整備を継
続的に実施することとした。

Ⅲ 121

○新キャンパス基本構想検討委員会を
発足させ、構想策定に関するこれまで
の経緯を教授会において説明するとと
もに、専攻ごとに新キャンパスに必要
な機能のヒアリングを実施した。その
検討結果を「金沢美術工芸大学新キャ
ンパス構想」としてとりまとめ、Ｈ28
年2月26日に設立団体の長（市長）に報
告した。

Ⅳ 資料50 122

自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由

自己
評価

添付資料
番号

(1) 施設設備を適正に管理する
　ため、施設台帳等を整備する
　とともに、年次的な修繕・改
　良計画を策定する。
　【22年度】

(1) 22年度に整備した施設台帳
に修繕履歴等を記録し、台帳管
理を徹底する。

(2) 必要に応じて修繕改良計画
の見直しを行い、施設の延命化
を図るとともに、良好な学内環
境の整備に努める。

(3) 新キャンパス基本構想検討
委員会等で検討を進め、設置者
に報告するための基本構想を策
定する。

　その他業務運営に関する重要目標
　　１　施設設備の整備・活用等に関する目標

中期目標 中期計画 年度計画 業務実績

(2) 現在の施設設備機能の点検
　や教育の実施に必要な機能の
　研究を行い、適切なキャンパ
　ス計画を策定する。
　【前期】

　施設設備の利用環境
を良好に保ち、有効に
活用するため、常に利
用状況を把握するとと
もに、施設等の機能保
全や維持管理を計画的
に実施する。
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　学外からの支援体制
を充実するため、同窓
会、保護者組織、芸術
関連組織等との連携の
強化を図る。

○多くの保護者が大学に訪れる「美大
祭」の開催中に合わせて保護者団体で
ある成美会との情報交換の場を設定
し、保護者に対して大学の近況報告や
専攻教員との意見交換を行い、大学へ
の理解と支援を得るよう努めた。

Ⅲ 資料51 123

○「問屋まちスタジオ」において、本
学と協同組合金沢問屋センターとの連
携による、「問×美2015-joint-」にお
いて、企業から素材や技術提供を受け
て本学の学生が絵画、彫刻作品を制作
し、アートマネージメントの実践教育
及び地域の方々との交流の場となっ
た。

Ⅲ 資料12 124

○北國銀行、北陸銀行との協定によ
り、銀行のショーウインドウでの学生
作品の展示を個展形式で開催した。特
に北陸銀行金沢問屋町支店の「ほくぎ
んアートギャラリー」においては、学
生や卒業生の個展を銀行と共同で開催
し、学生等の発表活動を支援するとと
もに、銀行店舗の活性化に貢献した。
北陸銀行小立野支店ではアートベース
石引で公開した学生作品を引き続き店
舗内に展示した。

Ⅲ 資料52 125

　その他業務運営に関する重要目標
　　２　大学支援組織等との連携強化に関する目標

中期目標 中期計画 年度計画 業務実績
自己
評価

添付資料
番号

(1) 卒業生や同窓会との繋がり
　を強化するため、これらの者
　と連携した活動を実施する。
　【中期】

(1) 学生の保護者との連携を深
め、大学への理解と支援をいた
だくため、総会で丁寧な説明に
努めるとともに、県外からも数
多く出席が見込まれる時期に懇
談会を開催する。また、同窓会
との連携を行う。

(2) 引き続き、金沢に残り制作
活動を続ける卒業生の活動のた
めに、制作アトリエと発表場所
を兼ねた｢問屋まちスタジオ｣の
活動を支援する。

自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由

(3) これまで連携協定を締結し
た企業等の支援を活用しなが
ら、双方にメリットのあるアー
ト活動を学外で実施する。
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　その他業務運営に関する重要目標
　　２　大学支援組織等との連携強化に関する目標

中期目標 中期計画 年度計画 業務実績
自己
評価

添付資料
番号

自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由

○北國銀行が主催した「大学中堅職員
向け研修会」（10月14日～15日）に職
員を参加させ、北國銀行の職員や他大
学の参加者との意見交換や事例研究に
よる交流を行った。
○本学の学芸員を他の芸術系大学に非
常勤講師として派遣し、「博物館展示
論」の授業を担当させた。学芸員の専
門知識、企画能力の向上を図るととも
に、他の芸術系大学の教員との交流を
行った。

Ⅲ 資料44 126

(2) 事務職員の能力の向上を図
　るため、芸術関連組織や民間
　企業等との交流研修を実施す
　る。
　【後期】

(4) 事務職員の能力の向上を図
るため、民間企業等との交流研
修や民間企業等への講師の派遣
を実施する。

60/67



○10月16日に大規模な地震の発生を想
定した避難訓練及び生活安全に関する
講習会を実施した。教職員49名、学生
231名の計280名が参加した。

Ⅲ 資料53 127

○衛生委員会による職場巡視を行うと
ともに、旧式で不衛生なトイレ環境
を、衛生的で安全な設備へ改善、グラ
ウンド及び体育館のベンチの更新、エ
レベーターの安全対策工事を実施し
た。また、同委員会においてH28年度ス
トレスチェック制度導入に向けた実施
体制等を検討・整備した。
○教職員を対象に、ストレスチェック
に関するメンタルヘルス研修を実施し
た。

Ⅲ 資料54 128

○工作機器を使用する学生の指導を行
う工房助手を配置し、安全指導を徹底
した。また、制作や展示における安全
指導を随時行った。
○感染症等への対応については、「保
健だより」や「広報モニターテレビ」
等を通じて指導、啓発を行った。H27年
度より、学生・教職員を対象に学内で
インフルエンザ予防接種を実施した。

Ⅲ 129

○10月16日に大規模な地震の発生を想
定した避難訓練及び生活安全に関する
講習会を実施した。教職員49名、学生
231名の計280名が参加した。
【再掲 127】

Ⅲ 資料53 130

　その他業務運営に関する重要目標
　　３　安全管理に関する目標

中期目標 中期計画 年度計画 業務実績
自己
評価

添付資料
番号

　災害、事故、犯罪、
感染症等による被害の
発生の防に努めるとと
もに、被害の発生に迅
速かつ適切に対応する
ため、危機管理体制の
充実・強化を図る。

(1) 危機管理体制の明確化を
　図る。
　【22年度】

(1) 「震災対応マニュアル」に
基づき、震災訓練を実施して、
危機管理体制の確認を行う。

(2) 労働災害等の未然防止を図
　るため、労働安全衛生法など
　の関係法令を踏まえた安全衛
　生管理体制を構築する。
　【22年度】

(2) 衛生委員会による点検活動
を実施し、職場の改善と労働災
害等の未然防止に努める。

(3) 加工機器等の安全使用や
　感染症等への対応など、教
　職員や学生への指導を徹底
　し、安全に対する意識の向
　上を図る。

(3) 加工機器等の安全使用や学
内での感染症等への対応などに
ついて、教職員や学生への研
修・指導を徹底し、安全に対す
る意識の向上を図る。

(4) 学生の参加による防災訓練
等を実施する。
【再掲 危機管理体制強化事
業】

自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由
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　社会への責任を果た
し、適正な法人運営を
推進するため、人権の
尊重と法令遵守を徹底
する。

○新任教職員に対して初任者研修会を
開催し、「学生との接し方」につい
て、担当理事から研修を行った。
○教職員研修として、office oneの中
川真由美先生を講師に招き、「ハラス
メント防止研修」を演題として大学に
おけるパワーハラスメント防止のため
の研修を実施した。

Ⅲ 資料28 131

　 ○研究倫理規程の策定に向けた情報収
集を行い、規程の素案を作成するとと
もに、研究倫理の確立に向けた組織体
制について検討した。 Ⅲ 資料56 132

○入学生ガイダンスにおいて、冊子
「初めての著作権講座」を配布し、著
作権保護について研修を実施した。 Ⅲ 133

○文化庁が開催した「著作権セミ
ナー」（岐阜12月18日）に職員を派遣
し、著作権制度について理解するとと
もに、著作権に関する事例研究を通し
て、著作権に関する意識の向上、法令
違反の未然防止に努めた。

Ⅲ 資料44 134

　その他業務運営に関する重要目標
　　４　人権擁護及び法令遵守に関する目標

(2) 知的財産に関する法令違反
　を未然に防止するため、表現
　の自由や著作権等に関する研
　修を実施する。

業務実績中期計画中期目標
自己
評価

(1) 教職員の倫理意識の啓発や
　人権侵害等の防止を図るため
　の研修を実施する。

添付資料
番号

(4) 教職員を表現の自由や著作権
等に関する学内外の研修会に参
加させる。

自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由

年度計画

(1) 教職員の倫理意識の啓発や
人権侵害等の防止を図るための
研修を実施する。

(2) 研究倫理の確立を目指し、
研究倫理規程を策定するととも
に、28年度における研究倫理委
員会の設置について検討を行
う。

(3) 入学生ガイダンスで著作権
等の権利に関する研修を実施す
る。
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　その他業務運営に関する重要目標
　　４　人権擁護及び法令遵守に関する目標

業務実績中期計画中期目標
自己
評価

添付資料
番号

自己評価と異な
る評価委員会の
評価とその理由

年度計画

○引き続き、経理業務における主・副
担当制による職員相互のチェック体
制、係長による業務の総括体制を継続
した。
○引き続き、科学研究費助成事業にお
いて、内部監査を実施し、不正経理等
のチェックを行った。

Ⅲ 135

○情報保護管理者として事務局長を、
また、情報保護管理者を補佐する保護
担当者として事務局職員を配置し、個
人情報の適切な管理を行うための体制
を継続した。
○公立大学及び国立大学を対象とし
た、マイナンバー制度の説明会に参加
したほか、マイナンバー管理システム
を搭載した端末を学内ネットワークか
ら切り離し、学外からの不正接続や情
報漏えいを防止する管理体制を構築し
た。

Ⅲ 資料55 136

(3) 不正経理や個人情報漏えい
　などの法令違反を未然に防止
　するための措置を講ずる。

(6) 個人情報の漏えいを防止す
るため、個人情報の保護に関す
る意識の向上を図る。

(5) 22年度に整えたチェック体
制に基づき、不正経理を防止す
るチェックを継続するととも
に、発注・納品・検収作業に関
する具体的な監査機能について
も検討する。
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　※　財務諸表及び決算報告書を参照

　予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画

　短期借入金の限度額

中期目標 中期計画 年度計画 実績

(1) 短期借入金の限度額
　　　１億円
(2) 想定される理由
　運営費交付金の受入遅延及び
　事故の発生等により、緊急に
　必要となる対策費として借入
　れをすることが想定される。

(1) 短期借入金の限度額
　　　１億円
(2) 想定される理由
　運営費交付金の受入遅延及び
　事故の発生等により、緊急に
　必要となる対策費として借入
　れをすることが想定される。

実績

　該当なし

　重要な資産を譲渡し、又は担保に供する計画

中期目標 中期計画 年度計画 実績

　
　なし

　
　なし 　該当なし

　剰余金の使途

中期目標 中期計画 年度計画

　決算において剰余金が発生し
た場合は、教育研究の質の向上
及び組織運営の改善に充てる。

　決算において剰余金が発生し
た場合は、教育研究の質の向上
及び組織運営の改善に充てる。

〇26年度決算において発生した剰余金34,573千円
は、全て「教育・研究の質の向上及び組織運営の改
善のための目的積立金」として認定された。これま
で認定された目的積立金の中から、27年度には、
31,839千円を緊急修繕、新キャンパス構想策定事
業、大学認証評価費等に充当した。
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　金沢市の規則で定める業務運営に関する事項
　　１　施設及び設備に関する計画

中期目標 中期計画 年度計画 実績

○新キャンパス基本構想検討委員会を発足させ、意
見交換を行い、その検討結果を「金沢美術工芸大学
新キャンパス構想」として策定し、平成28年2月26日
に設置者（市長）へ報告した。

(2) 現在の施設設備機能の点検
　や教育の実施に必要な機能の
　研究を行い、適切なキャンパ
　ス計画を策定する。
　【前期】

(1) 施設設備を適正に管理する
　ため、施設台帳等を整備する
　とともに、年次的な修繕・改
　良計画を策定する。
　【22年度】

(1) 22年度に整備した施設台帳
に修繕履歴等を記録し、台帳管
理を徹底する。

○引き続き、27年度の修繕履歴等を台帳に記載し、
台帳管理の徹底を図った。

(2) 必要に応じて修繕改良計画の
見直しを行い、施設の延命化を図
るとともに、良好な学内環境の整
備に努める。

○28年度予算要求に併せ中期修繕計画の見直しを行い、
学内環境の整備を継続的に実施することとした。

(3) 新キャンパス基本構想検討
委員会等で検討を進め、設置者
に報告するための基本構想を策
定する。
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○「科学研究費助成事業実務担当者向け説明会」
（名古屋7月15日）、「ストレスチェック実施者養成
研修」（金沢10月7日）、「公立大学の地域連携に関
する協議会」（東京3月4日）など、49の研修等に職
員が参加したほか、「公立大学の評価に関する勉強
会」（大阪11月26日）、「全国学生相談研修会」
（東京11月15日～17日）など、14の研修等に教員が
参加した。
○教職員の外国語能力の向上を図るため外国語研修
支援制度による学内公募を実施し、教員1名に対して
支援を行った。

　金沢市の規則で定める業務運営に関する事項
　　２　人事に関する計画

中期目標 中期計画 年度計画

(ｱ) 事務職員について、市派遣
　職員から法人採用職員への計
　画的な切替えを実施する。

(ｱ) 22年度に策定した採用計画
が27年度で終了するため、新た
な採用計画を策定する。

○第2期における法人職員採用計画については、第1
期採用計画後の状況を一定期間検証し、第2期の後期
（32～33年度）において再検討することとした。

(ｲ) 効果的、効率的な教育研究
　活動を実現するため、多様な
　雇用形態や任用制度等につい
　て検討し、教育研究の質の向
　上に資すると認められるもの
　について、制度化を図る。
　【前期：検討、
　　中期・後期：制度化】

実績

(ｳ) 能力開発や専門性の向上を
　図るため、教職員の研修制度
　を整備する。
　【前期】

(ｲ) 能力開発や専門性の向上を
図るため、教職員を学外の研修
等に参加させるとともに、教職
員に対する更なる支援制度を検
討する。

　教職員の多様な活動や業績を
適正に評価し、その結果を処遇
に反映できる評価制度を構築す
るため、制度内容について検討
し、試行による効果の検証を経
て、制度化を図る。
【前期：検討、中期：試行】

(ｱ) 教員評価のための「目標・
自己評価シート」について、実
施方法等の改善を進め、制度と
して定着させる。

○職員については、目標管理方式による勤務評定を
実施した。
○教員評価のための「目標・自己評価シート」につ
いては、各教員に対し年度当初における目標の記載
を求め、全教員から提出を受けた。また、年度末に
おいて目標の達成度を自己評価により記載させた。

66/67



中期計画 年度計画 実績

　　なし 　　なし 　該当なし

　金沢市の規則で定める業務運営に関する事項
　　３　積立金の使途

中期目標
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